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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第53期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、また、第52期は、当期純損失を計上してい

るため、記載しておりません。 

４ 第56期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

売上高 (百万円) 34,175 33,020 32,756 34,656 36,796 

経常利益 (百万円) 77 559 902 453 627 

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

(百万円) △1,279 54 336 211 640

純資産額 (百万円) 3,347 3,373 3,699 3,553 4,649 

総資産額 (百万円) 25,840 23,241 22,892 21,957 22,587 

１株当たり純資産額 (円) 381.01 384.17 421.52 405.17 490.69 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) △145.47 6.24 37.34 24.09 73.07

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 12.96 14.52 16.16 16.18 19.04 

自己資本利益率 (％) ― 1.63 9.51 5.83 16.31 

株価収益率 (倍) ― 25.96 6.96 9.13 3.71 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 735 969 762 1,564 464

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △146 △118 △155 △150 65

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △813 △1,409 △1,044 △1,523 △525

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 2,204 1,643 1,199 1,084 1,093

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
748 
(199)

697
(190)

696
(186)

686 
(239)

710
(246)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第52期において、平成14年２月28日及び平成14年３月29日付で額面普通株式２千株及び８千株について、再評価差額金に

よる株式の消却を行っております。 

３ 第53期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、また、第53期以前は、当期純損失を計上し

ているため、記載しておりません。 

５ 第56期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

売上高 (百万円) 18,036 16,435 14,765 15,749 16,654 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △469 111 223 258 237

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △1,641 △261 21 88 432

資本金 (百万円) 1,264 1,264 1,264 1,264 1,264 

発行済株式総数 (株) 8,792,000 8,792,000 8,792,000 8,792,000 8,792,000 

純資産額 (百万円) 1,663 1,411 1,454 1,209 1,658 

総資産額 (百万円) 16,613 14,419 14,036 14,458 14,345 

１株当たり純資産額 (円) 189.32 160.68 165.77 137.90 189.25 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

2.50

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △186.62 △29.76 2.48 10.06 49.37

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 10.01 9.79 10.36 8.36 11.56 

自己資本利益率 (％) ― ― 1.52 6.62 30.18 

株価収益率 (倍) ― ― 104.84 21.87 5.49 

配当性向 (％) ― ― ― ― 5.06 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
431 
(117)

375
(106)

326
(121)

319 
(142)

318
(150)



２ 【沿革】 

  

  

年月 事項 

昭和26年３月 

  

長野県下高井郡高丘村(現長野県中野市)に青果の販売を目的として、株式会社高見澤商店を設

立。 

昭和46年３月 合併にあたり社名を株式会社高見澤に変更。 

昭和46年４月 

  

中野陸送株式会社、中野砂利採取株式会社、千曲生コン株式会社、高見澤興産株式会社、高見澤

商事株式会社のグループ会社５社を吸収合併し、事業部制を採用。 

昭和46年12月 長野県長野市に自社ビルを建設し、本社を移転。 

昭和47年12月 

  

長野県上伊那郡宮田村にコンクリート二次製品の製造を目的として伊那工場を建設。(現南信営

業所を併設) 

昭和49年10月 長野県長野市に建設資材の販売を目的として建材事業部を開設。 

昭和50年４月 長野県長野市にゴルフ練習場、アップルラインゴルフセンターを開設。 

昭和55年８月 長野県松本市にコンクリート二次製品の販路開拓のため松本営業所を開設。(現中信営業所) 

昭和56年３月 モービル石油株式会社（現エクソンモービル有限会社）と販売代理店契約を締結。 

昭和62年４月 長野県下水内郡豊田村(現長野県中野市)にコンクリートブロック製造を目的として豊田工場を建

設。 

昭和62年４月 長野県上田市に東信地方の生コンクリート需要増大にともない、上田工場を建設。 

昭和63年１月 長野県上水内郡豊野町(現長野県長野市)に自動車整備工場ピットinジャンボを開設。 

平成５年７月 長野県下高井郡山ノ内町にきのこ加工を目的として、志賀フーズ工場を建設。 

平成６年５月 

  

中華人民共和国の山東省烟台市に、現地向け生コンクリート製造・販売を目的として、烟台市第

四建筑工程公司と合弁で烟台高見澤混凝土有限公司(現・連結子会社)を設立。 

平成６年10月 

  

新潟県上越市に、長野県以北の上信越自動車道、北陸新幹線工事にともなうコンクリート二次製

品受注のため上越営業所を開設。 

平成７年５月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成７年11月 

  

中華人民共和国の山東省溜博市に、現地向け生コンクリート製造・販売を目的として、中国山東

省溜博物資配套股有限総公司と合弁で溜博高見澤混凝土有限公司(現・連結子会社)を設立。 

平成８年２月 

  

長野県長野市に産業廃棄物の収集運搬、中間処理、最終処理等を目的とした環境エンジニアリン

グ事業部を開設。 

平成８年５月 長野県中野市に志賀フーズ工場を移転操業開始。 

平成８年７月 建設資材販売事業拡張にともない上越営業所を上越支店に昇格。 

平成８年７月 長野県中野市に志賀高原入口SSを開設。 

平成８年11月 

  

新潟県上越市に生コンクリート、コンクリート二次製品の製造・販売を目的として、直江津臨港

生コン株式会社(現・連結子会社)を設立。 

平成10年10月 上越支店に生コン工場を併設し、営業品目の拡大を図る。 

平成10年12月 長野県長野市に自動車販売店舗カーランド長野東店を開設。 

平成11年６月 長野県長野市に長野中央SSを開設。 

平成11年７月 

  

電気設備資材、産業用電気機械器具、空調管理システム等を取り扱う昭和電機産業株式会社

(現・連結子会社)を子会社とする。 

平成12年７月 生コン事業部と骨材事業部を統合し、生コン事業部に改組。 

平成13年11月 長野県中野市に栗林SSを開設。 

平成13年12月 オギワラ精機株式会社(現・連結子会社)を子会社とする。 

平成14年５月 

  

長野県上田市に廃プラスチック中間処理施設高見澤リサイクルセンターを新設し、環境エンジニ

アリング事業部を上田市に移転。 

平成15年７月 建設事業部、運輸事業部、建材事業部を統合し、建設事業部に改組。 

平成15年７月 石油事業部とオート事業部を統合し、石油オート事業部に改組。 

平成16年７月 

平成16年10月 

今後の新規事業展開に備え、営業開発事業部を開設。 

長野県長野市にラーメン店「よんこ壱」を開設。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年５月 新潟県上越市にラーメン店「がんばるや」を開設。 



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社と子会社５社及び関連会社１社より構成され、その事業内容及び当社と関係会社の事業に
係る位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 
・事業区分は事業の種類別セグメントと同一であります。 
・烟台高見澤混凝土有限公司、溜博高見澤混凝土有限公司及び山東建澤混凝土有限公司の３社は中華人民共和国山
東省において現地向けに生コンクリートの製造販売を行っております。 

  
事業の系統図は以下のとおりであります。 

 

区分 事業内容 会社名 

建設資材事業 コンクリート二次製品、生コンクリ
ート・砂利・砂の製造販売、セメン
ト他建設資材の販売 

株式会社高見澤        <提出会社> 
烟台高見澤混凝土有限公司   <連結子会社> 
溜博高見澤混凝土有限公司   <連結子会社> 
山東建澤混凝土有限公司    <関連会社> 
直江津臨港生コン株式会社   <連結子会社> 

(会社総数 ５社) 

電設資材事業 電設資材、産業機器、空調システム
等の販売 

昭和電機産業株式会社     <連結子会社> 
(会社総数 １社) 

石油・オート事業 石油製品の販売、自動車の販売・整
備 

株式会社高見澤        <提出会社> 
(会社総数 １社) 

請負工事事業 土木建築の請負、建築工事 株式会社高見澤        <提出会社> 
(会社総数 １社) 

その他事業 貨物自動車運送、一般廃棄物、産業
廃棄物の処理処分とその収集運搬事
業、青果物の販売、肥料の販売、食
品加工・販売、コーンコブの輸入販
売、不動産売買・媒介及び管理、損
害保険代理業務、ゴルフ練習場の経
営、飲食店の経営、農業用機械の製
造販売 

株式会社高見澤        <提出会社> 
オギワラ精機株式会社     <連結子会社> 
  
  
  
  

  
(会社総数 ２社) 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社は、昭和電機産業株式会社、烟台高見澤混凝土有限公司及び溜博高見澤混凝土有限公司であります。 

３ 上記連結子会社及び持分法適用関連会社は、有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。 

４ 上記連結子会社のうち、昭和電機産業株式会社以外の連結子会社については、いずれも売上高（連結会社間の内部売上高

を除く。）の連結売上高に占める割合がそれぞれ100分の10以下であるため主要な損益情報等の記載を省略しておりま

す。 

  昭和電機産業株式会社は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えてお

りますが、当該連結子会社は、当連結会計年度における事業の種類別セグメントの電設資材事業の売上高に占める売上高

（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む。）の割合が100分の90を超えているため主要な損益情報等の記載を省略

しております。 

  

名称 住所 
資本金
又は出資金
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合(％)

関係内容 

(連結子会社)       

昭和電機産業株式会社 長野県長野市 750 電設資材事業 100.0
商品一部供給、商品一部購入 
役員の兼任あり。 

直江津臨港生コン株式会社 新潟県上越市 50 建設資材事業 74.0
生コンクリートの販売 
役員の兼任あり。 

オギワラ精機株式会社 長野県中野市 10 その他事業 82.5
商品一部供給 
役員の兼任あり。 
債務保証あり。 

烟台高見澤混凝土有限公司 
中華人民共和国 
山東省烟台市 

230 建設資材事業 69.6
補修用部品の販売 
役員の兼任あり。 
債務保証あり。 

溜博高見澤混凝土有限公司 
中華人民共和国 
山東省溜博市 

千元

20,000 
百万円

(246)

建設資材事業 64.6
補修用部品の販売 
役員の兼任あり。 
債務保証あり。 

(持分法適用関連会社)       

山東建澤混凝土有限公司 
中華人民共和国 
山東省済南市 

千元

30,000 
百万円

(365)

建設資材事業 45.0
補修用部品の販売 
役員の兼任あり。 
資金援助あり。 



５ 【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

平成18年６月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

（2）提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

（3）労働組合の状況 

提出会社及び国内連結子会社においては、労働組合は結成されておりません。在外連結子会社においては、烟台

高見澤混凝土有限公司工会委員会（烟台高見澤混凝土有限公司）、溜博高見澤混凝土有限公司工会委員会（溜博高

見澤混凝土有限公司）が労働組合として結成されております。 

なお、提出会社、国内連結子会社及び在外連結子会社ともに、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

建設資材事業 237( 95) 

電設資材事業 255( 27) 

石油・オート事業 93( 27) 

請負工事事業 13(  1) 

その他事業 94( 95) 

全社(共通) 18(  1) 

合計 710( 246) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

318(150) 39.2 12.5 4,249 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
（1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出の拡大や国内の消費回復を見込み、製造業が量産や拡販に向けた前向きの投資を

積極的に増やし、景況感の改善に波及しているものの、原油価格の度重なる急騰、原材料の高騰等により収益への不安感も残

り、景気は総じて緩やかに推移いたしました。 

また、個人消費については、消費者心理が横ばいで推移しているなか、実質雇用者所得が上昇基調を維持し回復基調ではある

が、全体的にはまだまだ厳しい状況が続き、個人消費も底堅く推移いたしました。 

当社グループの主体である建設業界においては、全国的に公共投資は減少傾向であるものの、機械関連産業界における設備投

資は好調な動きがみられましたが、主体の長野県内においては、全国に比して公共投資は一段と縮小され、民需の動きはややあ

ったものの低調に推移いたしました。 

一方、海外事業の拠点である中国山東省では、需要は積極的であるものの、依然競争は激化しております。このような状況の

なか、当社グループは、徹底したコスト削減と品質の向上、営業力強化・改善に努めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度の実績につきましては、売上高36,796百万円(前年同期比6.2％増)、営業利益は599百万円（前年同

期比25.0％増）、当期純利益640百万円（前年同期比203.1％増）となりました。 
① 建設資材事業 

国内の建設業界における当社グループの営業基盤では、法面、護岸工事用のコンクリート二次製品の出荷増などにより増収増

益となりました。一方、中国市場においてもインフラ整備等により増収増益となりました。この結果、建設資材事業の売上高は

8,097百万円（前年同期比6.1％増）、営業利益441百万円（前年同期比41.8％増）となりました。 
② 電設資材事業 

電設資材事業では、民間需要の大幅な伸びにより増収増益となりました。この結果、電設資材事業の売上高は18,328百万円

（前年同期比5.8％増）、営業利益は132百万円（前年同期比183.8％増）となりました。 
③ 石油・オート事業 

自動車販売部門では、ほぼ前期並みに推移いたしました。石油部門では、原油価格高騰による販売価格の上昇により増収とな

りましたが、仕入れ価格上昇分を十分に反映できず減益となりました。この結果、石油・オート事業の売上高は7,000百万円

（前年同期比10.1％増）、営業利益は35百万円（前年同期比30.8％減）となりました。 
④ 請負工事事業 

請負工事事業では、官民問わず土木建築工事の減少という厳しい環境のなか、建設部門はほぼ前期並みに推移し、民間の解体

物件が増えたことにより解体部門が増収増益となりました。この結果、請負工事事業の売上高677百万円（前年同期比10.9％

増）、営業利益は7百万円（前年同期は営業損失5百万円）となりました。 

⑤ その他事業 
青果部門では、ほぼ前期並みに推移いたしました。運送部門では、石油製品の高騰により原価は上がったものの民間工事を中

心とする需要増と輸送効率の改善により増収増益となりましたが、不動産部門では、売買物件の競争激化により減収減益となり

ました。また、農業用機械製造販売部門では、キノコ価格の低迷により販売台数が減少し、減収減益となりました。この結果、

その他事業の売上高は2,693百万円（前年同期比1.3％減）、営業利益は153百万円（前年同期比28.6％減）となりました。 

  

（2）キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ9百万円（前年同期比0.9％）増加し、当

連結会計年度は1,093百万円となっております。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローの増加額は464百万円（前年同期比70.3％減）となりました。 

これは、主に税金等調整前当期純利益573百万円、減価償却費402百万円、減損損失137百万円を計上し、退職給付引当金188百

万円が減少し、売上債権が292百万円増加したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローの増加額は65百万円（前年同期は150百万円の減少）となりまし

た。 

これは、主に有形固定資産の取得による支出223百万円、補償金による収入156百万円、有形固定資産の売却による収入153百

万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローの減少額は525百万円（前年同期は1,523百万円の減少）となりま

した。 

これは、主に短期借入金純増加額774百万円、長期借入金による収入900百万円、長期借入金の返済による支出2,191百万円に

よるものです。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（2）受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（3）商品仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

建設資材事業 4,723 105.0 

その他事業(食品加工業) 315 98.6 

合計 5,039 104.5 

事業の種類別セグメント 
の名称 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

建設資材事業 
(生コンクリート・圧送) 

2,303 113.8 520 132.9

建設資材事業 
（コンクリート二次製品) 

2,911 93.6 355 97.0

合計 5,215 101.6 876 115.6 

事業の種類別セグメントの名称 商品仕入高(百万円) 前年同期比(％) 

建設資材事業 2,712 102.3 

電設資材事業 16,140 106.2 

石油・オート事業 5,540 112.6 

その他事業 686 95.9 

合計 25,080 106.8 



（4）販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、営業力強化及びコスト削減等を強力に推し進めるとともに、「選択と集中」を合言葉に統廃合等

により強い経営体質へ改善を図ってまいりました。 

今後につきましては、地域に密着した営業拠点の充実を図り、既存事業の収益性重視の営業を強化し、「選択と創

造」を合言葉に新規事業展開へ向けても新たな取り組みを開始してまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、本項に記載した予測及び可能性等の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したもの

であり、将来に関する事項には不確実性を有しており、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もあります。 

（1）減損会計について 

当社グループは、平成18年6月期より適用の「固定資産の減損に係る会計基準」に対応するため減損損失の認識の

判定を行っておりますが、その結果によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（2）中国進出について 

当社グループは、生コンクリート製造販売を目的に中国国内に合弁会社３社を立ち上げ進出しており、中国国内

の規制や経済情勢とさらなる元の切り上げにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（3）有利子負債について 

当社グループの有利子負債残高は当連結会計年度末現在で10,992百万円であり、借入依存度は48.7％となってお

ります。将来市場金利が上昇した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

建設資材事業 8,097 106.1 

電設資材事業 18,328 105.8 

石油・オート事業 7,000 110.1 

請負工事事業 677 110.9 

その他事業 2,693 98.7 

合計 36,796 106.2 



  
５ 【経営上の重要な契約等】 

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

６ 【研究開発活動】 

（建設資材事業） 

（1）新タイプ大型ブロックの商品化 

２年前から新タイプの大型ブロックの共同開発作業を進めてきましたが、ここで試作段階にこぎつけ商品化の目

処がたちました。現在最終的な性能検証作業と特許・実用新案の申請手続きを並行して進めております。従来工法

の欠点を補い、さらに経済的で高機能な大型ブロック工法としてご好評を頂けるものと確信しております。 

  

（2）県産間伐材の有効利用の促進 

前連結会計年度に引続き長野県産間伐材を有効利用できる製品の開発を積極的に進めています。既に販売を開始

しているウッドフリューム（木柵水路）、きぶ太くん（木製グレーチング）に加え新たにウッドガッター（木製Ｌ

型側溝）を開発し商品化しました。この３製品は本年2月に長野県土木部の“信州型木製道路附属物”として認定さ

れ、これから公共事業での採用が期待されます。今後も更に新たな製品の開発を進め土木用製品に間伐材が広く有

効利用できるよう寄与してまいります。 

なお、当連結会計年度における建設資材事業の研究開発費の金額は30百万円であります。 

  

（電設資材事業、石油・オート事業、請負工事事業及びその他事業） 

研究開発活動は、特段行っておりません。 

  

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は30百万円であります。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態 

(資産の部) 

当連結会計年度の総資産は、土地、建物等を売却したことにより減少いたしましたが、受取手形及び売掛金、繰

延税金資産の増加により、前連結会計年度より629百万円（前年同期比2.9％）増加し、22,587百万円となりまし

た。 

(負債及び純資産の部) 

当連結会計年度の負債の合計は、未決算特別勘定の増加、借入金の減少により、前連結会計年度より173百万円

（前年同期比1.0％）減少し、17,937百万円となりました。 

当連結会計年度の純資産の合計は、主に利益剰余金の増加、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」の適用により、前連結会計年度より1,096百万円増加し、4,649百万円となりました。 

  

（2）経営成績の分析 

「１ 業績等の概要 （1）業績」に記載のとおりであり、売上高は前連結会計年度より2,139百万円増加し、

36,796百万円、営業利益は119百万円増加し、599百万円、当期純利益は429百万円増加し、640百万円となりまし

た。 

  

（3）資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

「１ 業績等の概要 （2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであり、当連結会計年度における連結ベ

ースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度より9百万円（前年同期比0.9％）増加し、当連結会計年度は1,093百

万円となっております。 

なお、資金の流動性に係る分析は以下のとおりであります。 

  

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用しており、有利子
負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払い
については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

（4）次期の見通し 

次期の見通しといたしましては、依然厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

このようななか、当社グループは「既存事業の収益性重視の経営強化」「新規事業展開への取り組み」を柱とし

て、一丸となって目標の達成に邁進する所存であります。 

  平成16年 平成17年 平成18年 

自己資本比率 16.2% 16.2% 19.0% 

時価ベースの自己資本比率 9.7% 8.8% 10.5%

債務償還年数 12.5年 7.4年 23.6年 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ 
3.4 5.8 1.8



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

  

当連結会計年度の設備投資については、主に中国山東省における生コン工場の増設等を目的とした設備投資を行っ

ております。 

当連結会計年度の設備投資の総額は361百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について示すと次のとお

りであります。 

  

(建設資材事業) 

当連結会計年度の主な設備投資は、中国山東省の子会社２社における生コン工場の増設及び生コンミキサー車・コ

ンクリートポンプ車を購入したことなどにより、投資総額は281百万円となりました。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(電設資材事業、石油・オート事業、請負工事事業) 

当連結会計年度においては、特段の設備投資は行っておりません。 

重要な設備の除却または売却はありません。 

  

(その他事業） 

当連結会計年度においては、特段の設備投資は行っておりません。 

なお、減損損失(137百万円)を計上したビジネスホテルは売却しております。 



２ 【主要な設備の状況】 

（1）提出会社 

平成18年６月30日現在 

  

（2）国内子会社 

平成18年６月30日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) その他 合計 

本社 
(長野県長野市) その他事業 統括業務設備 491

<310>
19

1,469
(86,563)

3 1,983 30
｛5｝

コンクリート事業所 
(長野県上高井郡 
小布施町) 
他４事業所 

建設資材事業 コンクリート二次 
製品製造販売設備 485 76

414
(31,380)
[86,264]

89 1,066 71
｛13｝

生コン・骨材事業所 
(長野県長野市) 
他１工場 

建設資材事業 
生コンクリート・
砂利・砂製造販売
設備 

142 50
412

(72,367)
[16,125]

1 606 33
｛9｝

建設事業所 
(長野県長野市) 
他２事業所 

建設資材事業 
請負工事事業 
その他事業 

建設資材販売設備 
請負事業・運送事
業設備 

78
<23>

33
47

(13,237)
[13,926]

1 161 51
｛4｝

上越支店 
(新潟県上越市) 建設資材事業 

生コンクリート製
造販売設備 
建設資材販売設備 

84 69
451

(36,078)
2 607 8

｛6｝

オート事業所 
(長野県長野市) 
他２店舗 

石油・オート
事業 

自動車販売・整備
設備 76 5

40
(959)

[13,096]
0 123 35

｛1｝

石油事業所 
(長野県長野市) 

石油・オート
事業 石油製品販売設備 187 31

606
(8,906)
[3,792]

4 830 58
｛26｝

特産事業所 
(長野県中野市) その他事業 青果販売・食品加

工設備 
90
<2>

5
257

(8,421)
0 354 15

｛43｝
リサイクルセンター 
(長野県上田市) 

その他事業 
請負工事 

廃プラスチック中
間処理設備 273 7

―
[26,299]

1 282 11
｛9｝

ゴルフセンター 
(長野県長野市) 
他２店舗 

その他事業 ゴルフ練習場・飲
食店設備 79 0

232
(17,133)
[7,812]

1 313 6
｛34｝

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) その他 合計 

昭和電機
産業 
株式会社 

本社 
(長野県 
長野市) 

電設資材事業 統括業務設備 121
<52>

―
317

(1,721)
0 438 27

昭和電機
産業 
株式会社 

長野地区 
(長野県 
長野市) 
他７事業所 

電設資材事業 電設資材販売設備 242
<20>

0
389

(5,988)
[4,100]

1 632 118
｛12｝

昭和電機
産業 
株式会社 

新潟地区 
(新潟県 
新潟市) 
他５事業所 

電設資材事業 電設資材販売設備 267
<29>

0
731

(11,968)
0 999 95

｛12｝

昭和電機
産業 
株式会社 

山梨地区 
(山梨県 
甲府市) 

電設資材事業 電設資材販売設備 38 ―
72

(1,391)
0 111 15

｛3｝

オギワラ 
精機 
株式会社 

本社 
(長野県 
中野市) 

その他事業 農業用機械製造販
売設備 32 3

173
(6,351)

1 210 17



（3）在外子会社 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

なお、金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 上記中［ ］は、連結会社以外からの賃借設備（面積㎡）であります。 

３ 上記中 < > 内数は、連結会社以外への賃貸設備であります。 

４ 上記中｛ ｝外数は、臨時従業員数であります。 

５ 現在休止中の主要な設備は、ありません。 

６ 上記のほか、連結会社以外からのリース契約等による主要な賃借設備は、下記のとおりであります。 

７ 上記のほか、連結会社以外からの主要な賃借設備はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備の新設等 

  

（2）重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) その他 合計 

烟台高見
澤混凝土
有限公司 

中華人民 
共和国 
(山東省 
烟台市) 

建設資材事業 生コンクリート製
造販売設備 37 283 ― 2 323 87

｛24｝

溜博高見
澤混凝土
有限公司 

中華人民 
共和国 
(山東省 
溜博市) 

建設資材事業 生コンクリート製
造販売設備 38 111 ― 2 153 33

｛45｝

会社名 事業所名
(所在地) 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容
年間
リース料 
（百万円） 

リース 
契約残高 
（百万円） 

提出会社 リサイクルセンター 
（長野県上田市） その他事業

廃プラスチック
中間処理設備 21 15 

提出会社 生コン・骨材事業所 
（長野県長野市） 建設資材事業 製砂設備 12 17 

提出会社 生コン・骨材事業所 
（長野県長野市） 建設資材事業

コンクリート
ポンプ車２台 11 63 

  
事業所名 
  

  
所在地 

  
設備の内容 

設備予定額 

総額（百万円）

 

資金調達 
方法 

着手及び完了予定日  

完成後 
増加能力 着手 完了 

烟台高見澤混疑土 
有限公司 中国山東省烟台市

生コン第２工場の新

設 162
自己資金

及び借入金 
平成18年 

8月 
平成18年 
11月 

年間出荷量

15万立方㍍ 
年間売上高 
５億円 

溜博高見澤混疑土 
有限公司 中国山東省溜博市

生コン第２工場の新

設 200
自己資金

及び借入金 
平成18年 

9月 
平成18年 
11月 

年間出荷量

15万立方㍍ 
年間売上高 
５億円 

ミネラルウォ－ター

事業所（仮称） 
長野県下高井郡

山ノ内町 
ミネラルウォーター

の製造・販売 120
自己資金

及び借入金 
平成18年 
8月 

平成18年 
11月 

年間売上高

5千万円 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 平成14年１月12日の取締役会決議において、平成14年２月28日（2,000株）及び平成14年３月29日（8,000株）に再評価差

額金による株式を消却しております。 

２ 平成17年９月27日の定時株主総会において、資本準備金を1,399百万円減少し欠損てん補することを決議しております。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 18,915,000 

計 18,915,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,792,000 8,792,000
ジャスダック証券

取引所 
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 8,792,000 8,792,000 ― ― 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成13年７月１日～ 
平成14年６月30日 
(注1) 

△10,000 8,792,000 ― 1,264 ― 1,399 

平成17年７月１日～ 
平成18年６月30日 
(注2) 

― 8,792,000 ― 1,264 △1,399 ― 



(4) 【所有者別状況】 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 自己株式27,076株は「個人その他」に27単元及び「単元未満株式の状況」に76株を含めて記載しております。なお、期末

日現在の実質的な所有株式数は27,076株であります。 

２ 上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ1単元及び300株

含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

(注) 髙見澤信一氏は平成18年９月４日に逝去されました。 

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

0 11 6 66 2 0 863 948 ―

所有株式数 
(単元) 

0 1,035 13 1,035 11 0 6,580 8,674 118,000

所有株式数 
の割合(％) 

0.00 11.93 0.15 11.93 0.13 0 75.86 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

髙見澤 信一 長野県中野市 1,304 14.84 

髙見澤 昭二 長野県中野市 667 7.59 

髙見澤 信義 長野県長野市 596 6.79 

高見澤 吉晴 長野県中野市 584 6.65 

髙見澤 秀茂 長野県中野市 584 6.65 

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178番地８ 431 4.90 

髙見澤 光雄 長野県上高井郡小布施町 362 4.13 

髙見澤 達郎 長野県長野市 193 2.20 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 176 2.00 

高見澤従業員持株会 長野県長野市大字鶴賀字苗間平1605番地14 129 1.48

計 ― 5,030 57.22 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。なお、

「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己保有株式76株及び証券保管振替機構名義の株式300株が含まれており

ます。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式  27,000 

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

8,647,000 
8,646 同上 

単元未満株式 
普通株式 

118,000 
― 同上 

発行済株式総数 8,792,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,646 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社高見澤 

長野県長野市大字鶴賀字苗
間平1605番地14 

27,000 ― 27,000 0.31

計 ― 27,000 ― 27,000 0.31 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７

号に該当する普通株式の取得 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 
  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

(注) 当期間における取得自己株式には、平成18年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りは含めており

ません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) 当期間には、平成18年９月１日から有価証券報告書提出日までに処理した自己株式は含めておりません。 

【株式の種類等】 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円) 

当事業年度における取得自己株式 4,360 1 

当期間における取得自己株式 976 0 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額
(百万円) 

株式数(株)
処分価額の総額 
(百万円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

保有自己株式数 27,076 ― 28,052 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を重要政策として位置づけ、安定的な配当の継続と業績に応じた利益配分を積極的

に果たしていくことを基本方針としております。 

平成17年９月27日の定時株主総会において、資本準備金、利益準備金及び任意積立金を全額取り崩しました。 

当期においては、432百万円の当期純利益を計上し、繰越損失も解消されましたので１株当たり２円50銭の配当（復

配）といたしました。 

この結果、配当性向は5.06％、自己資本利益率は30.18％となりました。 

今後につきましては、さらなる収益力の強化及び財務体質の改善に傾注し、継続的利益の確保に向け全力で取り組

んでまいる所存であります。 

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャスダック証券取引所に

おけるものであります。なお、当社株式は、日本証券業協会への店頭登録を取消し、平成16年12月13日付でジャスダック証

券取引所に上場されております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所のものであります。 

  

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

最高(円) 197 184 325 265 348 

最低(円) 150 101 130 127 203 

月別 
平成18年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 325 338 288 303 307 300 

最低(円) 274 255 263 283 273 265 



５ 【役員の状況】 

平成18年９月28日現在 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長   髙見澤 秀 茂 昭和31年11月23日生

昭和54年４月
  

昭和59年６月
昭和63年５月

  
平成元年８月
平成７年９月
平成12年１月
平成13年９月
平成14年６月

  
平成17年９月

  
平成18年９月

兼松江商株式会社(現兼松株式会社)
入社 
当社入社 
当社取締役コンクリート事業部長兼
豊田工場長 
当社常務取締役運輸関連部門担当 
当社専務取締役運輸事業部担当 
当社専務取締役営業本部長 
当社代表取締役社長(現任) 
オギワラ精機株式会社代表取締役会
長 (現任) 
直江津臨港生コン株式会社代表取締
役社長(現任) 
テレビ北信ケーブルビジョン株式会
社代表取締役社長（現任） 

584

専務取締役 海外事業本部長 浅 川   洋 昭和23年６月21日生

昭和42年４月
昭和42年９月

  
昭和55年１月
昭和59年８月
昭和61年３月
昭和63年５月
平成元年９月
平成６年４月
平成12年１月
平成13年４月

  
平成14年５月

  
平成15年７月

  
平成16年３月

  
平成17年９月

小賀坂スキー株式会社入社 
千曲生コン株式会社(現生コン事業
部)入社 
当社生コン事業部本部長 
当社取締役事業推進本部部長 
当社取締役ホームセンター事業部長 
当社常務取締役運輸建設事業部担当 
当社常務取締役流通部門担当 
当社常務取締役中国室長 
当社常務取締役流通関連統括 
当社常務取締役請負・海外グループ
担当 
当社常務取締役安全管理総責任者・
OAシステム統括 
当社常務取締役海外本部長・安全管
理総責任者・OAシステム統括 
烟台高見澤混凝土有限公司董事長総
経理(現任) 
当社専務取締役海外事業本部長(現
任) 

48

専務取締役   長 島 敏 行 昭和21年５月６日生

昭和40年４月
平成６年２月
平成８年６月
平成10年６月
平成12年８月
平成12年９月
平成13年５月

  
平成14年５月
平成16年７月

  
  
  

平成17年９月

株式会社八十二銀行入行
同行市田支店長 
同行営業統括部副部長 
同行茅野支店長 
当社入社 営業副本部長 
当社常務取締役経営企画室長 
当社常務取締役流通・特産・バイ
オ・インプレッセグループ担当 
当社常務取締役管理本部長 
当社常務取締役総務（人事）部、経
理部、特産事業部、石油・オート事
業部、不動産事業部、オギワラ精機
株式会社担当 
当社専務取締役(現任) 

10

常務取締役 営業本部長 赤 沼 好 宏 昭和34年５月21日生

昭和57年４月
平成２年８月
平成６年４月
平成11年９月
平成12年２月

  
平成13年４月

  
平成16年７月
平成16年９月
平成17年９月

  
平成18年８月

当社入社
当社建材事業部営業課長 
当社建材事業部長 
当社取締役建材事業部長 
当社取締役運輸事業部・基礎工事事
業部長 
当社取締役退任 
当社執行役員運輸事業部長 
当社執行役員建設事業部担当 
当社取締役建設事業部担当 
当社取締役建設事業部長兼生コン事
業部担当 
当社常務取締役営業本部長 
建設事業部、生コン事業部、環境エ
ンジニアリング事業部担当(現任) 

6



  
役名 職名 氏名 生年月日 略歴

所有株式数
(千株) 

常務取締役 営業副本部長 原 山 稔 明 昭和32年11月28日生

昭和51年８月
平成６年１月

  
平成７年７月

  
平成10年３月
平成13年９月
平成16年７月

  
平成16年９月
平成18年８月

当社入社
当社石油事業部平林給油所マネージ
ャー 
当社石油事業部本部SS統括マネージ
ャー 
当社石油事業部長 
当社執行役員石油事業部長 
当社執行役員石油・オート事業部担
当 
当社取締役石油・オート事業部担当
当社常務取締役営業副本部長 
石油・オート事業部担当（現任) 

7
 

常務取締役 営業副本部長 佐 藤 倫 正 昭和35年１月５日生

昭和57年４月
平成６年４月

  
平成８年７月

  
平成11年３月

  
平成13年９月

  
平成14年５月
平成16年７月
平成16年９月
平成17年９月

  
平成18年８月

当社入社
当社コンクリート事業部開発営業課
長 
当社コンクリート事業部開発研究所
長 
当社コンクリート事業部小布施事業
所長 
当社コンクリート事業部次長兼開発
研究所長 
当社コンクリート事業部長 
当社執行役員コンクリート事業部長 
当社取締役コンクリート事業部長 
当社取締役コンクリート事業部長兼 
上越支店担当 
当社常務取締役営業副本部長 
コンクリート事業部、上越支店担当
(現任) 

2

取締役 
相談役   髙見澤 信 義 昭和８年８月29日生

昭和27年４月
昭和39年８月
昭和46年４月
昭和58年８月
昭和62年４月
平成７年９月
平成13年９月
平成14年９月
平成18年９月

当社入社
当社取締役 
当社専務取締役 
当社代表取締役副社長 
当社代表取締役社長 
当社取締役会長 
当社取締役相談役 
当社顧問 
当社取締役相談役(現任) 

596

取締役 中国事業部長 米 山   剛 昭和34年３月４日生

昭和57年４月
平成６年10月
平成10年７月
平成11年３月
平成15年７月
平成16年７月
平成16年９月

当社入社
当社中国室課長 
当社特産事業部次長 
当社特産事業部長 
当社中国事業部長 
当社執行役員中国事業部長 
当社取締役中国事業部長（現任) 

3

取締役 管理本部長兼総務部
長 小 林 栄八州 昭和24年９月28日生

昭和46年５月
平成10年２月
平成13年９月
平成15年７月
平成17年９月

  
平成17年12月

当社入社
当社建設事業部管理課長 
当社建設事業部次長 
当社総務部長 
当社取締役総務部長兼オギワラ 
精機株式会社担当 
当社取締役管理本部長兼総務部長 
オギワラ精機株式会社担当(現任) 

2

取締役 環境エンジニアリン
グ事業部長 髙見澤 尊 昭 昭和34年３月12日生

昭和57年４月
平成６年10月

  
平成８年７月
平成11年12月
平成12年６月
平成15年１月
平成17年９月

  

当社入社
当社コンクリート事業部上越営業所
長 
当社上越支店長 
当社建設事業部長 
当社コンクリート事業部長 
当社環境エンジニアリング事業部長 
当社取締役環境エンジニアリング 
事業部長(現任) 

―

取締役 経営企画室長 髙見澤 雅 人 昭和35年８月３日生

昭和58年４月
平成７年３月
平成８年７月
平成12年６月
平成15年７月
平成17年９月

当社入社
当社特産事業部次長兼直販課長 
当社特産事業部長 
当社上越支店長 
当社特産事業部長 
当社取締役経営企画室長(現任) 

2



  

  
(注)１ 監査役 鴇沢悦也氏、武田俊男氏は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。 

２ 取締役経営企画室長 髙見澤雅人は、取締役社長 髙見澤秀茂の義弟であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 営業推進本部長 小 林 茂 勝 昭和35年９月13日生

昭和60年４月
平成７年４月

  
平成14年５月

  
平成16年７月

  
平成16年10月
平成18年９月

当社入社
当社コンクリート事業部小布施工場
営業課長 
当社コンクリート事業部本部営業次
長兼開発研究所長 
当社コンクリート事業部本部営業部
長 
当社営業推進本部長 
当社取締役営業推進本部長(現任) 

4 

常勤監査役   小 林   茂 昭和23年11月19日生

平成７年３月
平成７年９月
平成11年４月
平成12年６月
平成14年５月
平成18年９月

当社入社
当社経理課長 
当社事務管理部次長 
当社事務管理部長 
当社経理部長 
当社常勤監査役(現任) 

2 

監査役   鴇 沢 悦 也 昭和16年２月24日生

昭和46年４月
昭和47年12月
平成３年４月
平成６年９月

税理士開業
鴇沢会計事務所入所 
鴇沢会計事務所長(現任) 
当社監査役(現任) 

28 

監査役   武 田 俊 男 昭和16年11月15日生

昭和37年４月
昭和40年６月
平成６年４月
平成６年９月

株式会社カクイチ入社
株式会社武田入社 
同社代表取締役社長(現任) 
当社監査役(現任) 

26 

計 1,321 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方） 

当社では、経営の透明性と効率性及び健全性の確保、迅速で的確な意思決定と適時適切なディスクロージャー（情

報開示）及び説明責任の明確化を重点課題とし、コーポレート・ガバナンスに取り組んでおります。 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

 ・当社のコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の概要は、平成18年６月30日現在以下のとおりであります。

 

 
 

（1）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

① 会社の機関の内容 

取締役会は、取締役10名（全員が社内取締役）で構成され、原則月２回の定例取締役会を開催し経営の基本方

針、法令で定められた事項及びその他経営に関する重要事項について協議・決定をするとともに業務執行状況を

監督しています。 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成されておりま

す。 

監査役会は、策定された監査方針及び監査計画に基づき、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や、業

務・財産の状況の調査等を通じ、取締役及び業務全般の執行に対し厳正な監視を行っております。 

  



② 内部統制システムの整備の状況 

コンプライアンスに関する社内ルールは、社内規程及び経営理念等により確立しており、総務部より各事業部

に対し直接指導監督を行う体制を構築しております。また、法規範レベルのコンプライアンスを徹底するため

に、顧問契約を結んでいる法律事務所及び会計事務所より法律面と専門知識面での適切な助言を受け対応しており

ます。 

  

③ リスク管理体制の整備の状況 

事業等のリスクは多様化しており、いつどこにどのようなリスクが存在するか把握し、これらに対して迅速か

つ適切に対応するため、リスクの種類に応じた対策チームを設けるなど、安定的な経営のための管理体制を構築

しております。 

  

④ 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

取締役  11名   39百万円（社外取締役はおりません。） 

監査役  ３名   ６百万円（うち社外監査役２名  １百万円） 

なお、上記金額には、役員賞与引当金６百万円を含んでおり、取締役の年間報酬総額には使用人兼務取締役の

使用人給与相当額47百万円は含まれておりません。 

  

⑤ 監査報酬の内容 

当事業年度における当社の監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬   13百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  
⑥ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

内部監査室（２名）を設置し、業務活動全般に関し、その計画・手続の妥当性や業務実施の有効性の確認を行

っております。 

監査役監査につきましては、本社及び主要な事業において営業及び財産の状況を調査し、子会社に対しても営

業の報告を求め、必要に応じて子会社に赴き、業務及び財産の状況の調査を行っております。 

会計監査人につきましては、あずさ監査法人が監査契約に基づき実施しております。当連結会計年度において

業務を執行した公認会計士は次のとおりであります。 

なお、監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他３名であります。 

  

（2）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役は選任しておりません。社外監査役２名のうち、１名は当社の顧問税理士であり、１名は株式会社武

田の代表取締役社長であります。顧問税理士には顧問料の支払い、株式会社武田と当社との取引には製品等の売買

取引があります。資本関係及び取引関係は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１)連結財務諸表 注記事

項 （関連当事者との取引）」に記載されており、その他における利害関係はありません。 

公認会計士の氏名等 継続関与年数 

指定社員 業務執行社員 福井 利幸 

指定社員 業務執行社員 百瀬 敏男 

２年 

３年 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

また、前連結会計年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

ただし、当連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、「財務諸表等の監査証明に関する内

閣府令等の一部を改正する内閣府令」(平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項により、改正前の連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前事業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

ただし、当事業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府

令等の一部を改正する内閣府令」(平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項により、改正前の財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)及

び前事業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)並びに当連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６

月30日まで)及び当事業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あ

ずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金 ※４   1,453     1,482   

２ 受取手形及び売掛金 ※４   7,154     7,474   

３ たな卸資産 

４ 繰延税金資産 

※４ 

  

  

  

1,577 

― 

  

  

  

  

1,551 

227 

  

  

５ その他     409     560   

６ 貸倒引当金     △105     △148   

流動資産合計     10,488 47.8   11,148 49.4 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物及び構築物 ※４ 7,535     7,088     

減価償却累計額   4,370 3,165   4,321 2,766   

(2) 機械装置及び運搬具   3,942     4,179     

減価償却累計額   3,304 637   3,482 697   

(3) 土地 
※４ 
※５ 

 5,675 5,616  

(4) 建設仮勘定     1     99   

(5) その他   1,394     1,401     

減価償却累計額   1,288 105   1,285 115   

有形固定資産合計     9,586 43.6   9,295 41.1 

２ 無形固定資産     197 0.9   196 0.9 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※４   360     417   

(2) 敷金・保証金     545     389   

(3) 破産債権・更生債権 
  その他これらに準ずる

債権 
 327 574  

(4) 繰延税金資産     94     100   

(5) その他 ※１   1,032     1,135   

(6) 貸倒引当金     △675     △671   

投資その他の資産合計     1,685 7.7   1,946 8.6 

固定資産合計     11,468 52.2   11,438 50.6 

資産合計     21,957 100.0   22,587 100.0 

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金 ※４   3,335     3,460   

２ 短期借入金 ※４   5,065     5,657   

３ 未払法人税等 

４ 役員賞与引当金 

  

  
  

116 

― 
    

48 

6 

  

  

５ 賞与引当金 

６ 未決算特別勘定 

  

※８ 
  

43 

― 
    

46 

207 

  

  

７ その他 ※４   740     948   

流動負債合計     9,301 42.4   10,373 45.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※４   6,443     5,334   

２ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

※５  531 527  

３ 退職給付引当金     1,521     1,333   

４ 役員退職慰労引当金     94     105   

５ 連結調整勘定     147     90   

６ その他     71     171   

固定負債合計     8,810 40.1   7,563 33.5 

負債合計     18,111 82.5   17,937 79.4 

                

(少数株主持分)               

少数株主持分     293 1.3   ― ― 

                

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※６   1,264 5.7   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金     1,399 6.4   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金     893 4.1   ― ― 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※５   △50 △0.2   ― ― 

Ⅴ その他有価証券評価差額金     42 0.2   ― ― 

Ⅵ 為替換算調整勘定     8 0.0   ― ― 

Ⅶ 自己株式 ※７   △3 △0.0   ― ― 

資本合計     3,553 16.2   ― ― 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 21,957 100.0 ― ―

      



  

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)             

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金         1,264 5.6 

２ 利益剰余金         2,919 12.9 

３ 自己株式   
  

    △5 △0.0 

株主資本合計       4,179 18.5 

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券評価 
  差額金 

        73 0.3 

２ 土地再評価差額金 ※５         △37 △0.2 

３ 為替換算調整勘定   
  

    86 0.4 

評価・換算差額等合計       121 0.5 

Ⅲ 少数株主持分   

  

    348 1.6 

純資産合計       4,649 20.6 

負債純資産合計       22,587 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     34,656 100.0   36,796 100.0 

Ⅱ 売上原価     29,310 84.6   31,119 84.6 

売上総利益     5,346 15.4   5,676 15.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４             

１ 荷造運送費   391     409     

２ 貸倒引当金繰入額   113     142     

３ 役員報酬   96     109     

４ 給与手当   2,158     2,273     

５ 賞与引当金繰入額   43     46     

６ 退職給付費用   123     118     

７ 役員退職慰労 
引当金繰入額 

17 20    

８ 法定福利費   272     283     

９ 賃借料   202     214     

10 減価償却費   176     163     

11 その他   1,272 4,866 14.0 1,294 5,076 13.8 

営業利益     480 1.4   599 1.6 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   12     5     

２ 仕入割引   92     96     

３ 連結調整勘定償却   57     57     

４ 不動産賃貸収入   53     48     

５ 持分法による投資利益   3     28     

６ その他   66 285 0.8 88 323 0.9 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   270     264     

２ 貸倒引当金繰入額   2     ―     

３ その他   38 311 0.9 31 295 0.8 

経常利益     453 1.3   627 1.7 

      



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※１ 10     16     

２ 償却債権取立益   6     ―     

３ 債務免除益   71     ―     

４ 貸倒引当金戻入額   21     ―     

５ 収益補償金 ― 59    

６ その他   12 121 0.3 28 103 0.3 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産売却損 ※２ 64     4     

２ 固定資産除却損 ※３ 3     5     

３ 退職給付会計基準 
変更時差異 

223 ―    

４ 貸倒引当金繰入額   5     ―     

５ 減損損失 ※５ ―     137     

６ その他   29 324 0.9 10 158 0.4 

税金等調整前当期純利益     250 0.7   573 1.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

140 96    

法人税等調整額   △141 △1 △0.0 △220 △124 △0.3 

少数株主利益     40 0.1   57 0.2 

当期純利益     211 0.6   640 1.7 

       



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,399 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     1,399 

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     681 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

  当期純利益   211 211 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

  土地再評価差額金取崩額   0 0 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     893 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 
  

  

  

  

（単位 百万円）

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年６月30日残高 1,264 1,399 893 △3 3,553 

連結会計年度中の変動額           

 資本剰余金の取崩   △1,399 1,399   ― 

 当期純利益     640   640 

 自己株式の取得       △1 △1 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)     △13   △13 

連結会計年度中の変動額合計 ― △1,399 2,026 △1 625 

平成18年６月30日残高 1,264 ― 2,919 △5 4,179 

（単位 百万円）

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年６月30日残高 42 △50 8 0 293 3,846 

連結会計年度中の変動額             

 資本剰余金の取崩       ―   ― 

 当期純利益       ―   640 

 自己株式の取得       ―   △1 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 30 13 77 121 55 163 

連結会計年度中の変動額合計 30 13 77 121 55 803 

平成18年６月30日残高 73 △37 86 121 348 4,649 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   250 573 

２ 減価償却費   414 402 

３ 減損損失   － 137 

４ 貸倒引当金の増加額（△減少額）   147 26 

５ 退職給付引当金の増加額（△減少額）   226 △188 

６ 賞与引当金の増加額（△減少額）   24 3 

７ 役員退職慰労引当金の増加額
  （△減少額） 

 19 11 

８ 受取利息及び配当金   △16 △11 

９ 連結調整勘定償却   △57 △57 

10 支払利息   270 264 

11 持分法による投資利益   △3 △28 

12 固定資産売却益   △10 △16 

13 固定資産売却損   64 4 

14 固定資産除却損   3 5 

15 債務免除益   △71 － 

16 売上債権の減少額（△増加額）   △407 △292 

17 たな卸資産の減少額（△増加額）   91 28 

18 前渡金の減少額（△増加額）   △16 30 

19 長期前渡金の減少額（△増加額）   △20 △79 

20 破産債権・更生債権その他これらに 
  準ずる債権の減少額（△増加額） 

 △182 △74 

21 敷金保証金の減少額(△増加額)   1,042 △7 

22 仕入債務の増加額（△減少額）   258 105 

23 前受金の増加額（△減少額）   △53 30 

24 未払金の増加額（△減少額）   160 70 

25 その他   △81 △96 

小計   2,054 841 

26 利息及び配当金の受取額   48 40 

27 利息の支払額   △269 △262 

28 法人税等の支払額   △268 △154 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,564 464 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 補償金による収入   － 156 

２ 有形固定資産の取得による支出   △280 △223 

３ 有形固定資産の売却による収入   115 153 

４ 無形固定資産の取得による支出   △2 △6 

５ 投資有価証券の取得による支出   △0 △0 

６ 貸付による支出   △116 △18 

７ 貸付金の回収による収入   14 21 

８ 定期預金の預入れによる支出   ― △48 

９ 定期預金の払戻しによる収入   161 28 

10 その他   △42 2 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △150 65 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金純増減   1,406 774 

２ 長期借入による収入   2,889 900 

３ 長期借入金の返済による支出   △2,343 △2,191 

４ 少数株主への配当金による支出   △81 △7 

５ 一般更生債権、更生担保権の減少額   △3,394 － 

６ その他   △1 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,523 △525 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △5 4 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)   △115 9 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,199 1,084 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   1,084 1,093 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社の数 ５社 

  主要な連結子会社の名称 

   「第１ 企業の概況」に記載しているため省略し

ております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社の数 ５社 

  連結子会社の名称 

   「第１ 企業の概況」に記載しているため省略し

ております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の関連会社 

   山東建澤混凝土有限公司１社であります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の関連会社 

            同左 

 (2) 持分法適用会社である山東建澤混凝土有限公司の

決算日は12月31日でありますが、４月30日を仮決算

日とした決算を行い持分法を適用しております。 

 (2)         同左 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

  連結子会社のうち昭和電機産業株式会社は当連結会

計年度より決算日を６月30日に変更したため、連結財

務諸表上、同社の損益は平成16年６月21日から平成17

年６月30日となっております。これによる連結財務諸

表への影響は軽微であります。在外子会社である烟台

高見澤混凝土有限公司及び溜博高見澤混凝土有限公司

の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作成に当

たって４月30日を仮決算日とした決算を行っておりま

す。 

  なお、連結決算日との間に生じた重要な取引に関し

ては連結決算上必要な調整を行っております。 

  その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致し

ております。 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

  在外子会社である烟台高見澤混凝土有限公司及び溜

博高見澤混凝土有限公司の決算日は12月31日であり、

連結財務諸表の作成に当たって４月30日を仮決算日と

した決算を行っております。 

  なお、連結決算日との間に生じた重要な取引に関し

ては連結決算上必要な調整を行っております。 

  その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致し

ております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算末日の市場価格等に基づく時価法 

     (評価差額は部分資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算末日の市場価格等に基づく時価法 

     (評価差額は部分純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

    時価のないもの 

            同左 

  ② たな卸資産 

    主として、総平均法による原価法 

  ② たな卸資産 

            同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、在

外子会社については定額法を採用しております。 

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く。)については定額法を採用

しております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建物及び構築物   10年～50年 

     機械装置及び運搬具 ４年～12年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

         同左 



  
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  ② 無形固定資産 

    定額法によっております。 

    ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

  ② 無形固定資産 

            同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及

び国内連結子会社において、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

    なお、在外連結子会社は、個別に債権の回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

            同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額

基準により計上しております。 

  ② 賞与引当金 

            同左 

―――――――― 

     

  ③ 役員賞与引当金 

    役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に

より計上しております。 

  ④ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

    なお、会計基準変更時差異については、５年に

よる按分額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額

法により、発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

  ④ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

    数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額

法により、発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

（追加情報） 

  国内連結子会社である昭和電機産業株式会社は、確

定拠出年金法の施行に伴い、平成18年4月に退職一時

金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第1号）を適用しております。 

  本移行に伴う損益への影響はありません。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

    当社及び連結子会社２社（昭和電機産業株式会

社及びオギワラ精機株式会社）は役員の退職慰労

金の支出に備えるため、内規による期末要支給額

を計上しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

            同左 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

            同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しているため、特例処理を採用しております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   （ヘッジ手段） 

    金利スワップ 

   （ヘッジ対象） 

    借入金の利息 

  ③ ヘッジ方針 

   当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しているため、有効性の判定を省略しておりま

す。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

            同左 

  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

            同左 

  

  

  

  ③ ヘッジ方針 

            同左 

  

  

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

            同左 

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

    税抜方式を採用しております。 

  ② 連結納税制度の適用 

   当連結会計年度から連結納税制度を適用しており

ます。 

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

            同左 

  ② 連結納税制度の適用 

   連結納税制度を適用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は部分時価法

によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

            同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定は、発生年度よりその効果の発現する

期間の見積が可能なものについては、その見積年数

で、その他のものについては５年間で均等償却してお

ります。 

  ただし、金額が僅少な場合は、発生時の損益として

処理しております。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

            同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。 

７       ―――――――― 

  

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する流動性の高い短期投資からなっておりま

す。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

            同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  

―――――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が137百万円減少

しております。 

 なお、当該固定資産は当連結会計年度に売却しており

ます。 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益が、6百万円減少しております。     

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

4,300百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。 



表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

（連結貸借対照表） 

１ 前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しておりました「破産債権・更生債権そ

の他これらに準ずる債権」（前連結会計年度147百万

円）については、当連結会計年度において総資産額の

1/100を超えることとなったため、当連結会計年度よ

り区分掲記することといたしました。 

２ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました固定負

債の「繰延税金負債」（当連結会計年度0百万円）は

金額が僅少となったため、「その他」に含めて表示し

ております。 

（連結損益計算書） 

１ 前連結会計年度まで特別損失の「その他」に含めて

表示しておりました「固定資産売却損」（前連結会計

年度1百万円）については、当連結会計年度において

特別損失の10/100を超えることとなったため、当連結

会計年度より区分掲記することといたしました。 

２ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました特別利

益の「投資有価証券評価損戻入額」（当連結会計年度

0百万円）は金額が僅少となったため、「その他」に

含めて表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１ 前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「固定

資産売却損」（前連結会計年度1百万円）については

重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記す

ることといたしました。 

２ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業活

動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券評価損

戻入額」（当連結事業年度0百万円）は金額が僅少と

なったため、「その他」に含めて表示しております。 

３ 前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「貸付金の純増減」と表示しておりました「貸

付による支出」（前連結会計年度△28百万円）、「貸

付金の回収による収入」（前連結会計年度35百万円）

については明瞭性を高めるため、また、「その他」に

含めて表示しておりました「定期預金の払戻しによる

収入」（前連結会計年度34百万円）については重要性

が増したため、当連結会計年度より区分掲記すること

といたしました。 

  

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて表

示しておりました「繰延税金資産」（前連結会計年度35

百万円）については、当連結会計年度において総資産額

の1/100を超えることとなったため、当連結会計年度よ

り区分掲記することといたしました。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました特別利益

の「償却債権取立益」（当連結会計年度1百万円）、

「貸倒引当金戻入額」（当連結会計年度5百万円）は金

額が僅少となったため、「その他」に含めて表示してお

ります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しておりました「定期預金

の預入れによる支出」（前連結会計年度△41百万円）に

ついては重要性が増したため、当連結会計年度より区分

掲記することといたしました。 

  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

※１ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

投資その他の資産 
「その他」（出資金） 

189百万円

※１ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

投資その他の資産
「その他」（出資金） 

211百万円

 ２ 偶発債務 

   下記のとおり債務保証を行っております。 

(注) 信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証
であります。 

被保証人名 保証内容
保証額 
(百万円) 

㈲エコプラニング 銀行借入金 167 

信州生コン㈱ 銀行借入金 308 

山東建澤混凝土有限公
司 

設備代支払
債務 

78 

計 ― 553 

 ２ 偶発債務 

   下記のとおり債務保証を行っております。 

(注) 信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証
であります。 

被保証人名 保証内容
保証額 
(百万円) 

㈲エコプラニング 銀行借入金 161 

信州生コン㈱ 銀行借入金 260 

計 ― 421 

 ３ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 66百万円

受取手形裏書譲渡高 1,817百万円

 ３ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 52百万円

受取手形裏書譲渡高 1,934百万円

※４ 担保に供している資産 

   担保権によって担保されている債務 

(注) なお、公共工事履行契約についての金融

機関保証４百万円に対し、現金及び預金

50百万円を担保に供しております。 

現金及び預金 760百万円

受取手形及び売掛金 3,350百万円

たな卸資産 186百万円

建物及び構築物 2,069百万円

土地 4,994百万円

投資有価証券 279百万円

     計 11,639百万円

支払手形及び買掛金 143百万円

短期借入金 3,264百万円

流動負債（その他） 0百万円

長期借入金 5,681百万円

     計 9,089百万円

※４ 担保に供している資産 

   担保権によって担保されている債務 

(注) なお、公共工事履行契約についての金融

機関保証１百万円に対し、現金及び預金5

0百万円を担保に供しております。 

現金及び預金 647百万円

受取手形及び売掛金 3,637百万円

たな卸資産 186百万円

建物及び構築物 1,745百万円

土地 4,936百万円

投資有価証券 313百万円

     計 11,467百万円

支払手形及び買掛金 260百万円

短期借入金 3,829百万円

流動負債（その他） 0百万円

長期借入金 5,315百万円

     計 9,406百万円

※５ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行っております。 

   再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４

号によるところの地価税計算のために公表された価

額に合理的な調整を行う方法とした。 

   再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定

負債に「再評価に係る繰延税金負債」として、その

他の金額を資本の部に「土地再評価差額金」として

計上しております。 

再評価を行った年月日 平成12年６月30日

再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額 

△1,027百万円

※５ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行っております。 

   再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４

号によるところの地価税計算のために公表された価

額に合理的な調整を行う方法とした。 

   再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定

負債に「再評価に係る繰延税金負債」として、その

他の金額を純資産の部に「土地再評価差額金」とし

て計上しております。 

再評価を行った年月日 平成12年６月30日

再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額 

△1,219百万円



  

  

前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

※６ 当社の発行済株式総数は以下のとおりでありま

す。 

普通株式 8,792,000株

６        ―――――――― 

  

※７ 自己株式の保有数 

   連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る連結財務諸表提出会社の株式数は、以下のとおり

であります。 

―――――――― 

  

普通株式 22,716株

７        ―――――――― 

  

  

  

  

※８ 未決算特別勘定の内容 

   石油・オート事業の用地の一部が北陸新幹線の

建設用地として収用されたため、今後取得予定の

代替資産に充てるため未決算特別勘定207百万円を

計上しております。 



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 10百万円

土地 0百万円

     計 10百万円

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

1百万円

0百万円

土地 13百万円

     計 16百万円

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 15百万円

機械装置及び運搬具 2百万円

その他 3百万円

土地 43百万円

     計 64百万円

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 0百万円

無形固定資産 0百万円

     計 4百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 1百万円

     計 3百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 1百万円

     計 5百万円

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、41百万円で

あります。 

―――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、30百万円で

あります。 

※５ 減損損失 

   当社グループは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

   当社グループは、事業所・営業店舗毎に概ね独立

したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位にて

グルーピングを行っております。 

   その他事業のビジネスホテルは、お客様の多くが

工事関係者で占められており、周辺工事の減少が続

き、また近隣スキー場等の観光客も減少し、収益性

が著しく低下しており、帳簿価額を回収可能価額ま

で減損し、当該減損額を減損損失（137百万円）と

して特別損失に計上いたしました。 

   減損損失の内訳は、土地30百万円、建物106百万

円であります。 

   なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価

額により測定しており、売却が予定されているため

売却価額により評価しております。 

   当該固定資産は当連結会計年度に売却しておりま

す。 

用途 種類 場所 

その他事業 

ビジネスホテル 
土地・建物 長野県中野市 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

  
当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 
  

１ 発行済株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 
  増加数の内訳は次のとおりであります。 
   単元未満株式の買取りによる増加        4,360株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 当該連結会計年度中に行った剰余金の配当はありません。 

 (2) 当該連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 (株) 8,792,000 ― ― 8,792,000 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 22,716 4,360 ― 27,076 

決議 株式の種類 配当金 
の原資 

配当金
の総額 

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日 

平成18年9月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 21百万円 ２円50銭 平成18年6月30日 平成18年9月28日 

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 1,453百万円

預入期間が３か月を超える 
定期預金 

△369百万円

現金及び現金同等物 1,084百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 1,482百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金 

△389百万円

現金及び現金同等物 1,093百万円



 (リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    
機械装置及

び運搬具 
 (百万円) 

  

有形 
固定資産 
「その他」 
 (百万円) 

  
無形 
固定資産 
(百万円) 

  合計
(百万円)

取得価額 
相当額   1,115   128   77   1,321

減価償却 
累計額 
相当額 

  839   62   29   931

期末残高 
相当額   275   66   48   390

機械装置及

び運搬具 
 (百万円)

有形

固定資産

「その他」
 (百万円)

無形 
固定資産 
(百万円) 

  合計
(百万円)

取得価額
相当額 631 175 133   940

減価償却
累計額 
相当額 

357 71 53   482

期末残高
相当額 273 104 79   458

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 157百万円

１年超 251百万円

 合計 409百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 163百万円

１年超 326百万円

 合計 489百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 251百万円

減価償却費相当額 223百万円

支払利息相当額 20百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 206百万円

減価償却費相当額 180百万円

支払利息相当額 18百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

   利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

――――――――― 

  

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

   利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（貸主側） 

  未経過リース料期末残高相当額 

（注） 上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料期末残高相当額であります。 

 なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一条

件で第三者にリースしておりますので、ほぼ同額

の残高が上記の貸主側の未経過リース料期末残高

相当額に含まれております。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 

  １年以内 4百万円

  １年超 15百万円

   合計 20百万円



(有価証券関係) 

  

前連結会計年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 
  

  

３ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算後における償還予定額 
  

(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。 
減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程
度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま
す。 
なお、当連結会計年度において、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結決算日における
連結貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの 

 

 ① 株式 225 296 70 

 ② 債券 4 5 0 

小計 230 301 71 

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの 

 

 ① 株式 44 36 △7 

小計 44 36 △7 

合計 275 338 63 

区分 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

非上場株式 22 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

その他有価証券         

 ① 債券         

   社債 ― 5 ― ― 

合計 ― 5 ― ― 



当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 
  

  

３ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算後における償還予定額 
  

(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。 
減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程
度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま
す。 
なお、当連結会計年度において、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結決算日における
連結貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの 

 

 ① 株式 227 349 122 

 ② 債券 4 5 0 

小計 232 354 122 

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの 

 

 ① 株式 43 40 △3 

小計 43 40 △3 

合計 275 395 119 

区分 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

非上場株式 22 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

その他有価証券         

 ① 債券         

   社債 ― 5 ― ― 

合計 ― 5 ― ― 



(デリバティブ取引関係) 

  

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成17年６月30日現在） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

  

当連結会計年度（平成18年６月30日現在） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

(1) 取引の内容 

金利スワップ取引を行っております。 

(2) 取引に対する取組方針 

将来の金利の変動によるリスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で利用してお

ります。 

ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ方法・・・借入金の利息 

ヘッジ方針 

当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行っております。 

ヘッジ有効性の評価方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ているため、有効性の判定を省略しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

金利スワップにおいては、市場金利の変動によるリス

クを有しております。 

なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国

内金融機関であり、相手先の契約不履行によるいわゆる

信用リスクは、ほとんどないと判断しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理は、事業年度の財務計

画に基づき立案され、契約は取締役会の承認を得て締結

することとなっております。 

(1) 取引の内容 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

  

(3) 取引の利用目的 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(4) 取引に係るリスクの内容 

同左 

  

  

  

  

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

  



(退職給付関係) 

  

前連結会計年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

(1) 当社及び連結子会社の退職給付制度 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。その他、一部の連結子会社においては、総合設立型の厚生年金基金制度及び特定退職金共済制度に加入してお

ります。上記厚生年金基金は、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、年金

基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。なお、当該年金基金の年金資産総額のうち、平成17年

６月30日現在の掛金拠出割合を基準として計算した年金資産額は、1,056百万円であります。また、従業員の退職等

に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があり

ます。 

なお、在外子会社は、退職給付制度を設けておりません。 
  

(2) 制度別の補足説明 

① 退職一時金制度 

  

  

② 適格退職年金制度 

  

(注) 直江津臨港生コン株式会社には、退職給付制度の対象となる従業員がおりません。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

  

(注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  設定時期 その他 

昭和電機産業株式会社 平成11年 ―――― 

  設定時期 その他 

当社 昭和47年 ―――― 

オギワラ精機株式会社 平成４年 ―――― 

  
前連結会計年度 
(平成17年６月30日) 

  金額(百万円) 

(1) 退職給付債務 △1,784 

(2) 年金資産 118 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △1,666 

(4) 未認識数理計算上の差異 144 

(5) 未認識過去勤務債務(債務の減額) ― 

(6) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5) △1,521 

(7) 前払年金費用 ― 

(8) 退職給付引当金(6)－(7) △1,521 



３ 退職給付費用の内訳 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

  
前連結会計年度 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

  金額(百万円) 

  退職給付費用   

(1) 勤務費用 114 

(2) 利息費用 25 

(3) 期待運用収益 △0 

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 223 

(5) 数理差異償却 2 

(6) 厚生年金基金拠出額 52 

計 417 

  
前連結会計年度 
(平成17年６月30日) 

(1) 割引率 2.5％ 

(2) 期待運用収益率 1.5％ 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4) 過去勤務債務の処理年数 ― 

(5) 会計基準変更時差異の処理年数 5年 

(6) 数理計算上の差異の処理年数 10年 



当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  
当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。その他、一部の連結子会社においては、総合設立型の厚生年金基金制度及び特定退職金共済制度に加入してお

ります。上記厚生年金基金は、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、年金

基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。なお、当該年金基金の年金資産総額のうち、平成18年

６月30日現在の掛金拠出割合を基準として計算した年金資産額は、1,251百万円であります。また、従業員の退職等

に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があり

ます。 

一部の国内連結子会社は、平成18年４月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行しておりま

す。 

なお、在外子会社は、退職給付制度を設けておりません。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

  

(注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部移行に伴う影響額は次のとおりであります。 

      退職給付債務の減少 112百万円  退職給付引当金の減少 112百万円 

また、確定拠出年金制度への資産移換額は112百万円であり、８年間で移換する予定であります。 

なお、当連結会計年度末時点の未移換額112百万円は、流動負債の「その他」(未払金)、固定負債の「その他」（長期未払

金）に計上しております。 

  

  
当連結会計年度 
(平成18年６月30日) 

  金額(百万円) 

(1) 退職給付債務 △1,677 

(2) 年金資産 148 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △1,529 

(4) 未認識数理計算上の差異 196 

(5) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4) △1,333 

(6) 退職給付引当金(5) △1,333 



３ 退職給付費用の内訳 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

  
当連結会計年度 

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  金額(百万円) 

  退職給付費用   

(1) 勤務費用 63 

(2) 利息費用 15 

(3) 期待運用収益 △1 

(4) 数理差異償却 21 

(5) 厚生年金基金拠出額 43 

(6) 確定拠出年金拠出額 6 

計 150 

  
当連結会計年度 
(平成18年６月30日) 

(1) 割引率 1.3％ 

(2) 期待運用収益率 1.5％ 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 10年 



(税効果会計関係) 
  

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   繰延税金資産 

    貸倒引当金超過額 393百万円

    たな卸資産評価損否認 356百万円

    投資有価証券評価損否認 84百万円

    退職給付引当金超過額 610百万円

    繰越欠損金 782百万円

土地再評価に係る繰延税金

資産 
334百万円

    その他 251百万円

   繰延税金資産小計 2,812百万円

   評価性引当金 △2,620百万円

   繰延税金資産合計 191百万円

   

   繰延税金負債  

    固定資産圧縮積立金 △33百万円

    その他有価証券評価差額金 △28百万円

    土地再評価に係る 
    繰延税金負債 

△531百万円

   繰延税金負債合計 △593百万円

    繰延税金負債の純額 △401百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   繰延税金資産 

    貸倒引当金超過額 385百万円

    たな卸資産評価損否認 357百万円

    投資有価証券評価損否認 82百万円

    退職給付引当金超過額 584百万円

    繰越欠損金 677百万円

土地再評価に係る繰延税金

資産 
326百万円

    その他 209百万円

   繰延税金資産小計 2,622百万円

   評価性引当金 △2,245百万円

   繰延税金資産合計 377百万円

   

   繰延税金負債  

    その他有価証券評価差額金 △49百万円

   土地再評価に係る
    繰延税金負債 

△527百万円

   繰延税金負債合計 △577百万円

    繰延税金負債の純額 △199百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4%

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 32.0%

住民税均等割等 7.7%

留保金課税 20.6%

評価性引当金 △104.1%

持分法投資利益 0.8%

在外子会社税率差異 △14.7%

その他 16.7%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.6%

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4%

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.1%

住民税均等割等 3.4%

留保金課税 2.5%

評価性引当金 △55.5%

持分法投資利益 △2.0%

在外子会社税率差異 △9.0%

その他 △4.7%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △21.8%



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

  

  

  

前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

建設資材 
事業 
(百万円) 

電設資材 
事業 
(百万円) 

石油・

オート事業

(百万円) 

請負工事

事業 
(百万円) 

その他

事業 
(百万円) 

計

  
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

Ⅰ 売上高                 

 (1) 外部顧客に対 
   する売上高 

7,628 17,327 6,361 610 2,729 34,656 ― 34,656

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又 
   は振替高 

114 10 265 40 215 645 (645) ―

計 7,743 17,337 6,626 651 2,944 35,302 (645) 34,656

  営業費用 7,431 17,290 6,574 657 2,729 34,684 (507) 34,176

  営業利益又は 
  営業損失△ 

311 46 51 △5 214 618 (138) 480

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

          

  資産 6,470 7,508 2,271 116 3,986 20,353 1,604 21,957

  減価償却費 213 58 33 4 85 396 17 414

  資本的支出 171 91 11 0 17 292 0 292

  

当連結会計年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

建設資材 
事業 
(百万円) 

電設資材 
事業 
(百万円) 

石油・

オート事業

(百万円) 

請負工事

事業 
(百万円) 

その他

事業 
(百万円) 

計

  
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

Ⅰ 売上高                 

 (1) 外部顧客に対 
   する売上高 

8,097 18,328 7,000 677 2,693 36,796 ― 36,796

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又 
   は振替高 

137 14 296 37 247 733 (733) ―

計 8,234 18,342 7,296 715 2,940 37,529 (733) 36,796

  営業費用 7,793 18,209 7,261 708 2,786 36,758 (562) 36,196

  営業利益 441 132 35 7 153 770 (170) 599

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
          

  資産 6,435 7,869 2,274 205 3,762 20,547 2,039 22,587

  減価償却費 217 53 36 4 75 388 14 402

  減損損失 ― ― ― ― 137 137 ― 137

  資本的支出 289 30 27 0 20 367 3 371



(注) １ 事業区分は製品・商品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、建設資材事業、電設資材事業、石油・オート事業、

請負工事事業、その他事業に区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要内容 

建設資材事業  ………コンクリート二次製品、生コンクリート・砂利・砂の製造販売、セメント他建設資材の販売 

電設資材事業  ………電設資材、産業機器、空調システム等の販売 

石油・オート事業………石油製品の販売、自動車の販売・整備 

請負工事事業  ………土木建築の請負、建築工事 

その他事業   ………貨物自動車運送、一般廃棄物、産業廃棄物の処理処分とその収集運搬事業、青果物の販売、肥

料の販売、食品加工・販売、コーンコブの輸入販売、不動産売買・媒介及び管理、損害保険代

理業務、ゴルフ練習場の経営、飲食店の経営、農業用機械の製造販売 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度128百万円、当連結会計年度109百

万円であり、その主なものは、親会社の総務経理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度1,879百万円、当連結会計年度2,270百万円で

あり、その主なものは、親会社本社の長期投資資金及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年７月１日 至平成17年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を

超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を

超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年７月１日 至平成17年６月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

関連当事者との取引 

 役員及び個人主要株主等 

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

１ 不動産賃借料については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

２ 自動車の販売はいずれも、一般取引先と同様に適正な見積に基づき交渉の上決定しております。 

３ 当社代表取締役が第三者(中高砂利採取販売協同組合)の代表者として行った取引であり、実費相当額を基準に両者協議の上決

定しております。 

４ 当社代表取締役が第三者(中高砂利採取販売協同組合)の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取引条件によってお

ります。 

５ 当社監査役が第三者(鴇沢会計事務所)の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取引条件によっております。 

６ 当社監査役が第三者(㈱武田)の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取引条件によっております。 

  

属性 会社等 
の名称 

住 
所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合 
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 

期末残高
(百万円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株
主 ( 個
人 ) 及
びその
近親者 

髙見澤信一 ― ― ― 
(被所有)
直接 
15.09 

― ―
不動産賃借料
(注)１ 10 ― ―

髙見澤昭二 ― ― ― (被所有)
直接 7.72

― ―
自動車の販売
(注）２ 4 ― ―

役員及
びその
近親者 

髙見澤秀茂 ― ― 
当社代表取締役 
中高砂利採取販売協同
組合理事長 

(被所有)
直接 6.76

― ―

中高砂利採取販
売協同組合から
の受取手数料
（注）３ 

  
1 ― ―

中高砂利採取販
売協同組合より
材料の仕入等
（注）４ 

  
7 

支払手形
及び 
買掛金 

0

鴇沢悦也 ― ― 当社監査役 
鴇沢会計事務所所長 

(被所有)
直接 0.29

― ―
税務顧問料の支
払(注)５ 1 ― ―

武田俊男 ― 45 当社監査役 
㈱武田代表取締役 

(被所有)
直接 0.27

― ―

㈱武田へ建設資
材の販売(注)６

1 
受取手形
及び 
売掛金 

0

㈱武田より建設
資材の購入(注)
６ 

3 
支払手形
及び 
買掛金 

0



当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

関連当事者との取引 

 役員及び個人主要株主等 

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

１ 不動産賃借料の支払いについては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

  なお、髙見澤信一氏は平成18年９月４日に逝去されました。 

２ 自宅の法面補強工事、自宅の解体工事及び自動車の販売については、一般取引先と同様に適正な見積に基づき交渉の上決

定しております。 

３ 当社代表取締役が第三者(中高砂利採取販売協同組合)の代表者として行った取引であり、実費相当額を基準に両者協議の上決

定しております。 

４ 当社代表取締役が第三者(中高砂利採取販売協同組合)の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取引条件によってお

ります。 

５ 当社監査役が当社の顧問税理士として行った取引であり、価格等は一般的取引条件によっております。 

６ 当社監査役が第三者(㈱武田)の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取引条件によっております。 

  

属性 氏名 職業 
議決権等の
被所有 
割合(％) 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目 期末残高
(百万円)

主要株主(個人)
及びその近親者 髙見澤信一 ― 直接 15.08

不動産賃借料の支払（注）１ 10 ― ―

自宅の法面補強工事（注）２ 1 ― ―

役員及びその近
親者 

髙見澤秀茂 
当社代表取締役 
中高砂利採取販売協同
組合理事長 

直接 6.76

中高砂利採取販売協同組合か
らの受取手数料（注）３ 1 ― ―

中高砂利採取販売協同組合よ
り材料の仕入等（注）４ 3

支払手形及び 
買掛金 0

浅川 洋 当社取締役 直接 0.56 自宅の解体工事（注）２ 1 ― ―

髙見澤雅人 当社取締役 直接 0.02 自動車の販売（注）２ 1 ― ―

鴇沢悦也 当社監査役 
鴇沢会計事務所所長 直接 0.32 税務顧問料の支払（注）５ 1 ― ―

武田俊男 当社監査役 
㈱武田代表取締役 直接 0.30

㈱武田へ建設資材の販売
（注）６ 1

受取手形及び 
売掛金 0

㈱武田より建設資材の購入
（注）６ 1

支払手形及び 
買掛金 0



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

 １株当たり純資産額 

  

 １株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１株当たり純資産額 405.17円 １株当たり純資産額 490.69円

１株当たり当期純利益 24.09円 １株当たり当期純利益 73.07円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。 

  
前連結会計年度末
(平成17年６月30日) 

当連結会計年度末 
(平成18年６月30日) 

連結貸借対照表上の純資産の部の合計額（百万円） ― 4,649 

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 4,300 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり純資

産額の算定に用いられた普通株式に係る連結会計年度末

の純資産額との差額の内訳 

  少数株主持分（百万円） 

  

  

  

― 

  

  

  

348 

普通株式の発行済株式数（株） ― 8,792,000 

普通株式の自己株式数（株） ― 27,076 

  
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

連結損益計算書上の当期純利益（百万円）
 

211 640 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 211 640 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 ― ― 

普通株式の期中平均株式数（株） 8,772,866 8,766,542 

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

該当事項はありません。 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」は当連結会計年度末日残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金(注)１ 3,666 4,441 1.98 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 
(注)１ 

1,398 1,215 2.51 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)(注)１ (注)２ 

6,443 5,334 2.56
平成19年７月20日～
平成23年８月31日 

合計 11,508 10,992 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 1,631 2,890 609 154 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年６月30日) 
当事業年度 

(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金 ※１   771     859   

２ 受取手形 
※１ 
※４ 

 1,165 1,089  

３ 売掛金 ※４   1,650     1,539   

４ 商品     185     201   

５ 製品     483     416   

６ 材料     57     39   

７ 仕掛品     4     3   

８ 未成工事支出金     9     7   

９ 販売用不動産 ※１   232     231   

10 貯蔵品     22     21   

11 前渡金     2     3   

12 前払費用 

13 繰延税金資産 
    

75 

― 
    

67 

199 
  

14 未収金 ※４   305     418   

15 その他 ※４   41     21   

16 貸倒引当金     △31     △25   

流動資産合計     4,976 34.4   5,093 35.5 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物 ※１ 4,867     4,429     

減価償却累計額   2,879 1,988   2,771 1,657   

(2) 構築物   1,272     1,225     

減価償却累計額   902 369   894 331   

(3) 機械及び装置   2,557     2,594     

減価償却累計額   2,275 281   2,326 268   

(4) 車両運搬具   472     455     

減価償却累計額   440 32   422 32   

(5) 工具器具備品   1,345     1,350     

減価償却累計額   1,250 94   1,244 105   

(6) 土地 
※１ 
※２ 

 3,995 3,932  

有形固定資産合計     6,762 46.8   6,328 44.1 



  

  

  
前事業年度

(平成17年６月30日) 
当事業年度 

(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

２ 無形固定資産               

(1) 借地権     138     135   

(2) 電話加入権     16     16   

(3) その他     6     5   

無形固定資産合計     162 1.1   158 1.1 

３ 投資その他の資産             

(1) 投資有価証券 ※１   302     337   

(2) 関係会社株式     941     941   

(3) 出資金     11     11   

(4) 関係会社出資金     483     483   

(5) 関係会社長期貸付金     502     502   

(6) 破産債権・更生債権 
その他これらに準ずる
債権 

 120 387  

(7) 長期前払費用     74     69   

(8) 長期前渡金     560     639   

(9) 敷金・保証金     356     189   

(10) その他     56     73   

(11) 貸倒引当金     △851     △871   

投資その他の資産合計     2,557 17.7   2,765 19.3 

固定資産合計     9,482 65.6   9,251 64.5 

資産合計     14,458 100.0   14,345 100.0 

      



  
  

前事業年度
(平成17年６月30日) 

当事業年度 
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形 
※１ 
※４ 

 1,083 1,132  

２ 買掛金 
※１ 
※４ 

 676 699  

３ 短期借入金 ※１   2,028     2,488   

４ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※１  1,335 1,154  

５ 未払金 ※１   274     265   

６ 未払法人税等     61     26   

７ 未払消費税等     23     31   

８ 未払費用     70     74   

９ 前受金     11     21   

10 預り金     36     37   

11 設備関係支払手形 

12 未決算特別勘定 

13 役員賞与引当金 

  

※９ 

  

  

6 

― 

― 

  

  

  

  

  

  

25 

207 

6 

  

  

  

流動負債合計     5,609 38.8   6,171 43.0 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※１   6,007     4,960   

２ 長期未払金     1     2   

３ 長期預り保証金     70     70   

４ 繰延税金負債     20     ―   

５ 再評価に係る 
繰延税金負債 

※２  531 527  

６ 退職給付引当金     954     896   

７ 役員退職慰労引当金     52     58   

固定負債合計     7,639 52.8   6,515 45.4 

負債合計     13,248 91.6   12,686 88.4 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※３   1,264 8.7   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     1,399     ―   

資本剰余金合計     1,399 9.7   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     172     ―   

２ 任意積立金               

(1) 国庫補助金圧縮積立金   40     ―     

(2) 償却資産圧縮積立金   42     ―     

(3) 別途積立金   48 132   ― ―   

３ 当期未処理損失     1,735     ―   

利益剰余金合計     △1,430 △9.9   ― ― 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２   △50 △0.3   ― ― 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※６   30 0.2   ― ― 

Ⅵ 自己株式 ※８   △3 △0.0   ― ― 

資本合計     1,209 8.4   ― ― 

負債資本合計     14,458 100.0   ― ― 

      



  

  

  

   
前事業年度

(平成17年６月30日) 
当事業年度 

(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(純資産の部)              

Ⅰ 株主資本              

１ 資本金        
  

1,264 8.8 

２ 利益剰余金 
 (1)その他利益剰余金 

           

繰越利益剰余金        388 388   

利益剰余金合計          388 2.7 

３ 自己株式          △5 △0.0 

株主資本合計          1,647 11.5 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１ その他有価証券評価 
  差額金 

         48   

２ 土地再評価差額金 ※２         △37   

評価・換算差額等合計          11 0.1 

純資産合計          1,658 11.6 

負債純資産合計          14,345 100.0 

         



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益               

１ 建設資材事業収益   6,380     6,523     

２ 石油・オート事業収益   6,393     7,030     

３ 請負工事事業収益   610     679     

４ その他事業収益   2,364 15,749 100.0 2,420 16,654 100.0 

Ⅱ 営業原価               

１ 建設資材事業原価   5,159     5,181     

２ 石油・オート事業原価   5,464     6,123     

３ 請負工事事業原価   539     588     

４ その他事業原価   1,643 12,806 81.3 1,669 13,564 81.4 

営業総利益     2,943 18.7   3,089 18.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５             

１ 荷造運送費   303     322     

２ 貸倒引当金繰入額   24     35     

３ 役員報酬   37     39     

４ 給与手当   1,062     1,177     

５ 退職給付費用   57     14     

６ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

8 10   

７ 法定福利費   111     150     

８ 賃借料   120     126     

９ 減価償却費   105     96     

10 その他   834 2,665 17.0 839 2,812 16.9 

営業利益     277 1.7   277 1.7 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   9     4     

２ 受取配当金 ※４ 119     89     

３ 不動産賃貸収入   19     16     

４ その他   56 205 1.3 56 167 1.0 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   222     207     

２ その他   2 224 1.4 0 207 1.3 

経常利益     258 1.6   237 1.4 



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※１ 10     16     

２ 貸倒引当金戻入額   15     ―     

３ 収益補償金   ―     59     

４ その他   1 26 0.2 15 91 0.6 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※２ 2     2     

２ 退職給付会計基準 
変更時差異 

223 ―   

３ 貸倒引当金繰入額   5     ―     

４ 減損損失 ※６ ―     137     

５ その他 ※３ 7 238 1.5 13 153 0.9 

税引前当期純利益     46 0.3   175 1.1 

法人税、住民税 
及び事業税 

△41 △8   

法人税等調整額   0 △41 △0.3 △248 △257 △1.5 

当期純利益     88 0.6   432 2.6 

前期繰越損失     1,823     

  

  

土地再評価差額金取崩額     △0       

当期未処理損失     1,735       

   



営業原価明細書 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 建設資材事業原価               

期首商品製品たな卸高   470     463     

当期製品製造原価   2,438     2,329     

当期商品仕入高   2,713     2,802     

小計   5,622     5,595     

期末商品製品たな卸高   463 5,159 40.3 413 5,181 38.2 

Ⅱ 石油・オート事業原価               

期首商品たな卸高   157     140     

当期商品仕入高   5,373     6,037     

小計   5,530     6,178     

期末商品たな卸高   140 5,389   139 6,039   

人件費     44     52   

経費     29     31   

   合計     5,464 42.7   6,123 45.2 

Ⅲ 請負工事事業原価               

完成工事原価     539 4.2   588 4.3 

Ⅳ その他事業原価               

期首商品製品たな卸高   308     296     

当期商品仕入高   696     681     

当期製品製造原価   267     276     

小計   1,271     1,254     

期末商品製品たな卸高   296 975   296 957   

人件費     189     211   

経費     478     500   

   合計     1,643 12.8   1,669 12.3 

営業原価合計     12,806 100.0   13,564 100.0 

     



建設資材事業 製造原価明細書 

  

  

(注) 

  

  
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   1,198 49.2 1,135 48.8 

Ⅱ 労務費   308 12.6 329 14.1 

Ⅲ 経費 ※１ 932 38.2 863 37.1 

当期総製造費用   2,438 100.0 2,329 100.0 

期首仕掛品たな卸高   3   4   

合計   2,442   2,333   

期末仕掛品たな卸高   4   3   

当期製品製造原価   2,438   2,329   

     

項目 
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

原価計算の方法 

  

コンクリート二次製品 

 ……組別総合原価計算によってお

ります。 

生コンクリート 

 ……単純総合原価計算によってお

ります。 

砂利・砂 

 ……連産品総合原価計算によって

おります。 

コンクリート二次製品 

同左 

  

生コンクリート 

同左 

  

砂利・砂 

同左 

※１ 経費の主な内訳 外注加工費 316百万円

賃借料 160百万円

減価償却費 120百万円

外注加工費 302百万円

賃借料 97百万円

減価償却費 108百万円



請負工事事業 完成工事原価明細書 

  

  

(注) 

  

その他事業(食品加工) 製造原価明細書 

  

  

(注) 

  
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   101 20.5 100 17.0 

Ⅱ 労務費   46 9.5 51 8.7 

Ⅲ 外注費   291 58.9 394 66.8 

Ⅳ 経費   54 11.1 44 7.5 

当期総工事費用   494 100.0 590 100.0 

期首未成工事支出金   57   9   

合計   551   599   

期末未成工事支出金   9   7   

他勘定振替高 ※１ 3   3   

当期完成工事原価   539   588   

     

項目 
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

原価計算の方法 

※１ 他勘定振替高の内訳 

個別原価計算によっております。 

 固定資産勘定へ振替 3百万円

同左 

 固定資産勘定へ振替 3百万円

  
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   182 68.4 181 65.5 

Ⅱ 労務費   48 18.1 55 20.0 

Ⅲ 経費 ※１ 35 13.5 40 14.5 

当期総製造費用   267 100.0 276 100.0 

当期製品製造原価   267   276   

     

項目 
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

原価計算の方法 

  

※１ 経費の主な内訳 

組別総合原価計算によっておりま

す。 

 電力・水道・燃料費 9百万円

 賃借料 10百万円

 減価償却費 6百万円

同左 

  

 電力・水道・燃料費 11百万円

 賃借料 11百万円

 減価償却費 6百万円



③ 【損失処理計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認日であります。 

  

    
前事業年度

(平成17年９月27日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処理損失     1,735 

Ⅱ 損失処理額       

１ 任意積立金取崩額       

国庫補助金圧縮 
積立金取崩額 

  40   

償却資産圧縮 
積立金取崩額 

  42   

別途積立金取崩額   48 132 

２ 利益準備金取崩額     172 

３ 資本準備金取崩額     1,399 

Ⅲ 次期繰越損失     31 

      



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  

（単位 百万円）

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 

国庫補助金

圧縮積立金

償却資産圧

縮積立金 
別途積立金

繰越利益 
剰余金 

平成17年６月30日残高 1,264 1,399 172 40 42 48 △1,735 △3 

事業年度中の変動額                 

 資本準備金の取崩   △1,399         1,399   

 利益準備金の取崩     △172       172   

 国庫補助金圧縮積立金の取崩       △40     40   

 償却資産圧縮積立金の取崩         △42   42   

 別途積立金の取崩           △48 48   

 当期純利益             432   

 自己株式の取得               △1 

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額(純額) 

            △13   

事業年度中の変動額合計 ― △1,399 △172 △40 △42 △48 2,123 △1 

平成18年６月30日残高 1,264 ― ― ― ― ― 388 △5 

（単位 百万円）  

  
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
株主資本合計 

その他有価証券

評価差額金 
土地再評価

差額金 
評価・換算差額等

合計 

平成17年６月30日残高 1,229 30 △50 △19 1,209 

事業年度中の変動額           

 資本準備金の取崩 ―     ― ― 

 利益準備金の取崩 ―     ― ― 

 国庫補助金圧縮積立金の取崩 ―     ― ― 

 償却資産圧縮積立金の取崩 ―     ― ― 

 別途積立金の取崩 ―     ― ― 

 当期純利益 432     ― 432 

 自己株式の取得 △1     ― △1 

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額(純額) 

△13 17 13 31 17 

事業年度中の変動額合計 418 17 13 31 449 

平成18年６月30日残高 1,647 48 △37 11 1,658 



重要な会計方針 

  
前事業年度 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等に基づく時価法 

  (評価差額は部分資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等に基づく時価法 

  (評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定) 

 時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、製品、材料、仕掛品 

  総平均法による原価法 

販売用不動産、未成工事支出金 

  個別法による原価法 

貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、製品、材料、仕掛品 

同左 

販売用不動産、未成工事支出金 

同左 

貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く。)については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物      15年～50年 

  機械及び装置  ５年～12年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

 定額法 

 ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

(3) 長期前払費用 

 定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

――――――― (2) 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上

しております。 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異については、５年による按

分額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数(10年)による定額法により、

発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期

末要支給額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数(10年)による定額法により、

発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。 

  

  

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

  

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 （ヘッジ手段） 

  金利スワップ 

 （ヘッジ対象） 

  借入金の利息 

(3) ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎

に行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるため、有効性の判定を省略しております。 

６ ヘッジ会計の方法 

同左 

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

(2) 連結納税制度の適用 

 当事業年度から連結納税制度を適用しております。 

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

           

―――――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が137百万円減少してお

ります。 

 なお、当該固定資産は当事業年度に売却しておりま

す。 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

が、6百万円減少しております。     

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,658百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

（損益計算書） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました特別利益の

「投資有価証券評価損戻入額」（当事業年度0百万円）

は金額が僅少となったため、「その他」に含めて表示し

ております。 

  

―――――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年６月30日) 

当事業年度
(平成18年６月30日) 

※１ 担保に供している資産 

  担保権によって担保されている債務 

(注) なお、公共工事履行契約についての金融機関

保証４百万円に対し、定期預金50百万円を担

保に供しております。 

   連結子会社の借入金に対し、関係会社株式(帳

簿価額855百万円)を担保に供しております。 

現金及び預金 329百万円 

受取手形 945百万円 

販売用不動産 186百万円 

建物 1,341百万円 

土地 3,265百万円 

投資有価証券 279百万円 

  計 6,347百万円 

支払手形 54百万円 

買掛金 89百万円 

短期借入金 1,192百万円 

１年以内返済予定の 

長期借入金 
370百万円 

未払金 0百万円 

長期借入金 5,245百万円 

  計 6,953百万円 

※１ 担保に供している資産 

  担保権によって担保されている債務 

(注) なお、公共工事履行契約についての金融機関

保証１百万円に対し、定期預金50百万円を担

保に供しております。 

   連結子会社の借入金に対し、関係会社株式(帳

簿価額855百万円)を担保に供しております。 

現金及び預金 329百万円 

受取手形 877百万円 

販売用不動産 186百万円 

建物 1,066百万円 

土地 3,208百万円 

投資有価証券 313百万円 

  計 5,981百万円 

支払手形 73百万円 

買掛金 187百万円 

短期借入金 1,168百万円 

１年以内返済予定の 

長期借入金 
657百万円 

未払金 0百万円 

長期借入金 4,941百万円 

  計 7,028百万円 

※２ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行っております。 

   再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４

号によるところの地価税計算のために公表された価

額に合理的な調整を行う方法とした。 

   再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定

負債に「再評価に係る繰延税金負債」として、その

他の金額を資本の部に「土地再評価差額金」として

計上しております。 

   なお、再評価差額金は土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。 

 再評価を行った年月日 平成12年６月30日
 再評価を行った土地の 
 期末における時価と再評価
 後の帳簿価額との差額 

△1,027百万円

※２ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行っております。 

   再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４

号によるところの地価税計算のために公表された価

額に合理的な調整を行う方法とした。 

   再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定

負債に「再評価に係る繰延税金負債」として、その

他の金額を純資産の部に「土地再評価差額金」とし

て計上しております。 

 再評価を行った年月日 平成12年６月30日
再評価を行った土地の
 期末における時価と再評価
 後の帳簿価額との差額 

△1,219百万円

※３ 

 授権株式数 普通株式 18,915,000株

 発行済株式総数 普通株式 8,792,000株

 ３       ―――――――― 

※４ 関係会社項目 

   関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

   流動資産 

   流動負債 

 受取手形及び売掛金 230百万円

 未収金 270百万円

 流動資産（その他） 3百万円

 支払手形及び買掛金 0百万円

※４ 関係会社項目 

   関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

   流動資産 

   流動負債 

 受取手形及び売掛金 109百万円

 未収金 260百万円

 流動資産（その他） 3百万円

 支払手形及び買掛金 0百万円



  

  

前事業年度 
(平成17年６月30日) 

当事業年度
(平成18年６月30日) 

 ５ 偶発債務 

  下記のとおり債務保証を行っております。 

(注) 信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証

であります。 

被保証人名 保証内容 
保証額 

(百万円) 

㈲エコプラニング 銀行借入金 167 

オギワラ精機㈱ 
銀行借入金 179 

手形割引 66 

信州生コン㈱ 銀行借入金 308 

烟台高見澤混凝土有限

公司 

設備代支払

債務 
100 

溜博高見澤混凝土有限

公司 

設備代支払

債務 
30 

山東建澤混凝土有限公

司 

設備代支払

債務 
78 

計 ― 930 

 ５ 偶発債務 

  下記のとおり債務保証を行っております。 

(注) 信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証

であります。 

被保証人名 保証内容 
保証額 

(百万円) 

㈲エコプラニング 銀行借入金 161 

オギワラ精機㈱ 
銀行借入金 182 

手形割引 52 

信州生コン㈱ 銀行借入金 260 

烟台高見澤混凝土有限

公司 

設備代支払

債務 
130 

溜博高見澤混凝土有限

公司 

設備代支払

債務 
110 

計 ― 898 

※６ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が30百万円

増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。 

 ６       ―――――――― 

  

 ７ 資本の欠損 

   資本の欠損は1,607百万円であります。 

 ７       ―――――――― 

  

※８ 自己株式の保有数 

   当社が保有する自己株式の数は、以下のとおりで

あります。 

――――――― 

 普通株式 22,716株

 ８       ―――――――― 

  

  

  

※９ 未決算特別勘定の内容 

   石油・オート事業の用地の一部が北陸新幹線の建

設用地として収用されたため、今後取得予定の代替

資産に充てるため未決算特別勘定207百万円を計上

しております。 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  機械及び装置 9百万円 

  車両運搬具 0百万円 

  土地 0百万円 

    計 10百万円 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  建物 

  機械及び装置 

1百万円 

0百万円 

  車両運搬具 0百万円 

  土地 13百万円 

    計 16百万円 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  構築物 0百万円 

  機械及び装置 0百万円 

  車両運搬具 0百万円 

  工具器具備品 1百万円 

  長期前払費用 0百万円 

    計 2百万円 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  建物 0百万円 

  機械及び装置 0百万円 

  車両運搬具 0百万円 

  工具器具備品 1百万円 

    計 2百万円 

※３ その他特別損失に含まれる固定資産売却損の内訳

は次のとおりであります。 

  車両運搬具 0百万円 

  工具器具備品 3百万円 

    計 3百万円 

※３ その他特別損失に含まれる固定資産売却損の内訳

は次のとおりであります。 

  建物 

  車両運搬具 

3百万円 

0百万円 

  工具器具備品 

  無形固定資産 

0百万円 

0百万円 

    計 3百万円 

※４ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

  受取配当金 115百万円 

※４ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

  受取配当金 84百万円 

※５ 一般管理費に含まれる研究開発費は、41百万円で

あります。 

※５ 一般管理費に含まれる研究開発費は、30百万円で

あります。 

―――――――― ※６ 減損損失 

   当社は以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。 

   当社は、事業所・営業店舗毎に概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小の単位にてグルーピ

ングを行っております。 

   その他事業のビジネスホテルは、お客様の多くが

工事関係者で占められており、周辺工事の減少が続

き、また近隣スキー場等の観光客も減少し、収益性

が著しく低下しており、帳簿価額を回収可能価額ま

で減損し、当該減損額を減損損失（137百万円）と

して特別損失に計上いたしました。 

   減損損失の内訳は、土地30百万円、建物106百万

円であります。 

   なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価

額により測定しており、売却が予定されているため

売却価額により評価しております。 

   当該固定資産は当事業年度に売却しております。 

用途 種類 場所 

その他事業 

ビジネスホテル 
土地・建物 長野県中野市 



(株主資本等変動計算書関係)  

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 
増加数の内訳は次のとおりであります。 
 単元未満株式の買取りによる増加        4,360株 
  

 (リース取引関係) 
  

株式の種類 前事業年度 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 (株) 22,716 4,360 ― 27,076 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

    
機械 
及び装置 
(百万円) 

  
車両 
運搬具 
(百万円) 

  
工具 
器具備品
(百万円)

 無形 
固定資産
のその他 
(百万円) 

  
合計
  

(百万円)

取得価額 
相当額 970  114  76 77 1,239

減価償却 
累計額 
相当額 

  776  46  38 29  890

期末残高 
相当額   194  68  38 48  348

機械
及び装置
(百万円)

車両
運搬具 
(百万円)

工具
器具備品
(百万円)

 無形 
固定資産 
のその他 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円)

取得価額
相当額 456 139 88 81 766

減価償却
累計額 
相当額 

289 52 47 45  435

期末残高
相当額 167 87 41 36  331

 ② 未経過リース料期末残高相当額 
  １年以内 144百万円
  １年超 222百万円
   合計 366百万円

② 未経過リース料期末残高相当額
 １年以内 131百万円
 １年超 229百万円
  合計 360百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相
当額 
 支払リース料 234百万円
 減価償却費相当額 209百万円
 支払利息相当額 18百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相
当額 
支払リース料 172百万円
減価償却費相当額 149百万円
支払利息相当額 13百万円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

  ・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

――――――――― 

  

  
  
  

  

  

  

  

  

  

――――――――― 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

   利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（貸主側） 

  未経過リース料期末残高相当額 

（注） 上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料期末残高相当額であります。 

 なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一条

件で第三者にリースしておりますので、ほぼ同額

の残高が上記の貸主側の未経過リース料期末残高

相当額に含まれております。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 

 １年以内 4百万円
 １年超 15百万円
  合計 20百万円



  
(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年６月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成18年６月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年６月30日) 

当事業年度
(平成18年６月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   繰延税金資産 

    貸倒引当金超過額 333百万円

    たな卸資産評価損否認 356百万円

    投資有価証券評価損否認 80百万円

    退職給付引当金超過額 386百万円

    繰越欠損金 782百万円

    土地再評価に係る繰延税金

資産 
334百万円

    その他 172百万円

   繰延税金資産小計 2,446百万円

   評価性引当金 △2,412百万円

   繰延税金資産合計 33百万円

   

   繰延税金負債  

    固定資産圧縮積立金 △33百万円

    その他有価証券評価差額金 △20百万円

    土地再評価に係る 
    繰延税金負債 

△531百万円

   繰延税金負債合計 △585百万円

    繰延税金負債の純額 △551百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   繰延税金資産 

    貸倒引当金超過額 332百万円

    たな卸資産評価損否認 357百万円

    投資有価証券評価損否認 79百万円

    退職給付引当金超過額 362百万円

    繰越欠損金 661百万円

    土地再評価に係る繰延税金

資産 
326百万円

    その他 159百万円

   繰延税金資産小計 2,278百万円

   評価性引当金 △2,033百万円

   繰延税金資産合計 245百万円

   

   繰延税金負債  

    その他有価証券評価差額金 △33百万円

   土地再評価に係る
    繰延税金負債 

△527百万円

   繰延税金負債合計 △560百万円

    繰延税金負債の純額 △315百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4%

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 19.1%

住民税均等割等 22.1%

連結法人税個別帰属額 △112.2%

評価性引当金 △59.6%

その他 0.0%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △90.2%

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4%

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.6%

住民税均等割等 6.0%

連結法人税個別帰属額 △12.5%

評価性引当金 △182.2%

その他 △4.2%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △146.9%



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

 １株当たり純資産額 

  

 １株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１株当たり純資産額 137.90円 １株当たり純資産額 189.25円

１株当たり当期純利益 10.06円 １株当たり当期純利益 49.37円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。 

  
前事業年度末

(平成17年６月30日) 
当事業年度末 

(平成18年６月30日) 

貸借対照表上の純資産の部の合計額（百万円） ― 1,658 

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 1,658 

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり純資産額

の算定に用いられた普通株式に係る事業年度末の純資産

額との差額の内訳 

― ― 

普通株式の発行済株式数（株） ― 8,792,000 

普通株式の自己株式数（株） ― 27,076 

  
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

損益計算書上の当期純利益（百万円） 88 432 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 88 432 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 ― ― 

普通株式の期中平均株式数（株） 8,772,866 8,766,542 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

該当事項はありません。 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)     

（その他有価証券）     

株式会社八十二銀行 124,650 106 

キッセイ薬品工業株式会社 29,000 61 

株式会社守谷商会 151,410 45 

株式会社ヤマウラ 119,900 40 

遠州トラック株式会社 24,200 22 

日精エー・エス・ビー機械株式会社 31,000 18 

北野建設株式会社 41,604 12 

テレビ北信ケーブルビジョン株式会社 254 12 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 5,040 7 

株式会社中高建設会館 6,820 4 

その他６銘柄 1,587 5 

計 535,465 337 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

３ 有形固定資産の( )内は内数で、減損損失の計上額であります。 

４ 長期前払費用の( )内は内数で、前払リース料・前払地代等に係わるものであり、減価償却と性格が異なるため、償却累

計額及び当期償却額には含めておりません。 

５ 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 4,867 9 
447 

(106)
4,429 2,771 118 1,657 

 構築物 1,272 1 48 1,225 894 34 331 

 機械及び装置 2,557 45 7 2,594 2,326 58 268 

 車両運搬具 472 11 28 455 422 8 32 

 工具器具備品 1,345 38 33 1,350 1,244 25 105 

 土地 3,995 ― 
63 

(30)
3,932 ― ― 3,932 

有形固定資産計 14,510 106 
629 

(137)
13,988 7,659 245 6,328 

無形固定資産               

 借地権 ― ― ― 135 ― ― 135 

 電話加入権 ― ― ― 16 ― ― 16 

 その他 ― ― ― 12 7 1 5 

無形固定資産計 167 0 2 165 7 1 158 

長期前払費用 
86 
(61)

4 
(1)

16
(4)

74
(58)

5 4 
69
(58)

若槻SSの地下タンク入替 機械及び装置 26百万円 

コンクリート二次製品の型枠購入 工具器具備品 34百万円 

豊野SSの新幹線収用に係る減少 建物 62百万円 

    構築物 36百万円 

    土地 10百万円 

      

ビジネスホテルの売却 建物 314百万円 

      （106百万円）

    土地 52百万円 

      （30百万円）

        

建設資材倉庫の売却 建物 64百万円 

        

コンクリート二次製品の型枠除却 工具器具備品 26百万円 



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）の内訳 

洗替による戻入額       12百万円 

回収による取崩額        1百万円 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金(注) 882 48 21 13 896 

役員賞与引当金 ― 6 ― ― 6 

役員退職慰労引当金 52 10 5 ― 58 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 
  

  

② 受取手形 

相手先別内訳 
  

  

期日別内訳 
  

  

区分 金額(百万円) 

現金 44 

預金の種類   

当座預金 361 

普通預金 43 

別段預金 1 

定期預金 404 

定期積金 3 

郵便貯金 0 

計 815 

合計 859 

相手先 金額(百万円) 

長水生コンクリート事業協同組合 82 

信州生コン株式会社 77 

株式会社油科 64 

相馬商事株式会社 54 

直江津臨港生コン株式会社 48 

その他 761 

合計 1,089 

期日 金額(百万円) 

平成18年７月 355 

    ８月 342 

    ９月 170 

    10月 198 

    11月 19 

    12月 2 

合計 1,089 



③ 売掛金 

相手先別内訳 
  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜処理方式を採用しておりますが、当期発生高及び当期回収高には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 
  

  

⑤ 製品 
  

  

相手先 金額(百万円) 

株式会社油科 90 

エネサーブ株式会社 74 

信州生コン株式会社 74 

勝山機材株式会社 66 

直江津臨港生コン株式会社 54 

その他 1,179 

合計 1,539 

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

1,650 15,459 15,479 1,539 91.0 37.7 

品目 金額(百万円) 

石油製品、自動車関連用品 103 

販売用自動車 35 

建設資材 32 

農業資材 12 

その他 17 

合計 201 

品目 金額(百万円) 

コンクリート二次製品 372 

びん詰食品 36 

砂利・砂 7 

合計 416 



⑥ 材料 
  

  

⑦ 仕掛品 
  

  

⑧ 未成工事支出金 
  

  

⑨ 販売用不動産 
  

  

販売用土地の明細 
  

  

品目 金額(百万円) 

砂利・砂・セメント 17 

コンクリート製品補助材料、部品ほか 10 

食品加工用材料 9 

建築用部材 2 

合計 39 

品目 金額(百万円) 

コンクリート二次製品 3 

合計 3 

品目 金額(百万円) 

外注費 4 

材料費 2 

労務費 0 

経費 0 

合計 7 

品目 金額(百万円) 

販売用土地 229 

販売用建物 1 

合計 231 

地域別 面積(㎡) 金額(百万円) 

長野県 1,956.28 229 

合計 1,956.28 229 



⑩ 貯蔵品 
  

  

⑪ 関係会社株式 
  

  

⑫ 支払手形 

相手先別内訳 
  

  

期日別内訳 
  

品目 金額(百万円) 

青果類包装資材 12 

軽油・重油 4 

自動車洗剤ほか 2 

重機部品 1 

その他 0 

合計 21 

銘柄 金額(百万円) 

昭和電機産業株式会社 855 

オギワラ精機株式会社 49 

直江津臨港生コン株式会社 37 

合計 941 

相手先 金額(百万円) 

信州生コン株式会社 82 

電気化学工業株式会社 73 

長野地方事務所 61 

株式会社カイエーテクノ 55 

田中産業株式会社 54 

その他 805 

合計 1,132 

期日 金額(百万円) 

平成18年７月 390 

    ８月 389 

    ９月 53 

    10月 297 

合計 1,132 



  
⑬ 買掛金 

  

  

⑭ 短期借入金 
  

  

⑮ 長期借入金 
  

  

⑯ 退職給付引当金 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円) 

エクソンモービル有限会社 101 

電気化学工業株式会社 85 

千葉窯業株式会社 62 

高沢産業株式会社 45 

有限会社山田鉄工 25 

その他 377 

合計 699 

借入先 金額(百万円) 

株式会社八十二銀行 2,110 

長野県信用組合 298 

株式会社北越銀行 80 

小計 2,488 

１年以内返済予定の長期借入金 1,154 

合計 3,643 

借入先 金額(百万円) 

株式会社八十二銀行 4,451 

商工組合中央金庫 241 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 175 

長野県信用組合 72 

八十二リース株式会社 19 

合計 4,960 

項目 金額(百万円) 

退職給付債務 1,197 

年金資産 △105 

未認識数理計算上の差異 △196 

合計 896 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  
(注) 当社の決算公告については、当社ホームページの次のアドレスに掲載しております。 

（http://www.kk-takamisawa.co.jp/ir/) 

  

  

決算期 ６月30日 

定時株主総会 ９月中 

基準日 ６月30日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券 

中間配当基準日 12月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  全国各支店 

野村證券株式会社  全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  全国各支店 

野村證券株式会社  全国本支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 （注） 

株主に対する特典 信州特産品または特産物自社加工品 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第55期(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日)平成17年９月28日関東財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（債権の取立不能並びにそのおそれ）の規定にもとづくも

の 平成17年10月７日関東財務局長に提出 

  

(3) 半期報告書の訂正報告書 

事業年度 第55期中(自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日)平成18年３月１日関東財務局長に提出 

  

(4) 半期報告書 

事業年度 第56期中(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日)平成18年３月10日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年９月27日

株式会社高見澤 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社高見澤の平成16年７月１日から平成17年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社高見澤及び連結子会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 福 井 利 幸  ㊞ 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 百 瀬 敏 男  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  

独立監査人の監査報告書 
  

  

平成18年９月27日

株式会社高見澤 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社高見澤の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社高見澤及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定資

産の減損に係る会計基準、役員賞与に関する会計基準及び貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準が適用され

ることとなるため、これらの会計基準により連結財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
   

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 福 井 利 幸  ㊞

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 百 瀬 敏 男  ㊞

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年９月27日

株式会社高見澤 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社高見澤の平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第55期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社高見澤の平成17年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 福 井 利 幸  ㊞ 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 百 瀬 敏 男  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  

独立監査人の監査報告書 
  

  

平成18年９月27日

株式会社高見澤 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社高見澤の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第56期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社高見澤の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準、役員賞与に関する

会計基準及び貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準が適用されることとなるため、これらの会計基準により

財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
   

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 福 井 利 幸  ㊞

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 百 瀬 敏 男  ㊞

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 
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